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(57)【要約】
【課題】偏光フィルムとの接着力が高く、機能性層を形
成する場合に凹凸に起因する問題が生じにくいアクリル
系樹脂フィルム及び偏光板並びにアクリル系樹脂フィル
ムの製造方法を提供する。
【解決手段】アクリル系樹脂にゴム弾性体粒子が配合さ
れたアクリル系樹脂組成物からなるシート状のアクリル
系樹脂フィルム２５であって、シート状のうち一方の面
は滑面２５ａであり、この滑面２５ａと反対側の面は粗
面２５ｂである。粗面２５ｂ側は、フィルム表面から突
出するゴム弾性体粒子の表面積が滑面２５ａよりも大き
いため、凹凸に起因するアンカー効果により偏光フィル
ム２１との接着強度が高くなる。一方で滑面２５ａ側は
、フィルム表面から突出するゴム弾性体粒子の表面積が
滑面２５ａよりも小さいため、凹凸が少なく、このため
機能性層２６を形成する際に凹凸形状に起因する問題が
生じにくい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル系樹脂にゴム弾性体粒子が配合されたアクリル系樹脂組成物からなるシート状
のアクリル系樹脂フィルムであって、
　前記シート状のうち一方の面は滑面であり、
　前記シート状のうち前記滑面と反対側の面は、フィルム表面から突出する前記ゴム弾性
体粒子の表面積が前記滑面よりも大きい粗面であることを特徴とするアクリル系樹脂フィ
ルム。
【請求項２】
　前記ゴム弾性体粒子は、数平均粒径が１０～３００ｎｍの範囲内であり、前記アクリル
系樹脂に対して２５～４５重量％配合されている、請求項１に記載のアクリル系樹脂フィ
ルム。
【請求項３】
　前記粗面と前記滑面との算術平均粗さの差が５～１００ｎｍである、請求項１又は２に
記載のアクリル系樹脂フィルム。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載のアクリル系樹脂フィルムと偏光フィルムとを備えた偏
光板であって、前記粗面には、接着剤層を介して前記偏光フィルムが積層されることを特
徴とする偏光板。
【請求項５】
　前記粗面は、前記接着剤層が積層される前に表面活性化処理が施される、請求項４に記
載の偏光板。
【請求項６】
　前記滑面は、表面に機能性層を備える、請求項４又は５に記載の偏光板。
【請求項７】
　請求項１～３のいずれかに記載のアクリル系樹脂フィルムの製造方法であって、
　前記アクリル系樹脂組成物を溶融押出しする押出し工程と、
　前記溶融押出しされた前記アクリル系樹脂組成物に第１のロール及び前記第１のロール
よりも弾性率の高い第２のロールを接地させてシート状に製膜する工程と、を備え、
　前記アクリル系樹脂フィルムのうち前記第１のロールに接地する面は前記滑面であり、
　前記アクリル系樹脂フィルムのうち前記第２のロールに接地する面は前記粗面であるこ
とを特徴とするアクリル系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項８】
　前記第１のロールは冷却ロールである、請求項７に記載のアクリル系樹脂フィルムの製
造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アクリル系樹脂フィルム及びこれを用いた偏光板並びにアクリル系樹脂フィ
ルムの製造方法に関し、特に、ゴム弾性体粒子を配合したアクリル系樹脂フィルム及びこ
れを用いた偏光板並びにアクリル系樹脂フィルムの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板は、液晶表示装置の構成部材として使用されており、液晶表示装置の普及に伴っ
て急速にその需要が増大している。そして、液晶表示装置の大型テレビなどへの適用に伴
い、偏光板にも、その性能を維持あるいは改良しながら、一層の薄肉化、廉価化が求めら
れている。
【０００３】
　一般に、偏光板は、二色性色素が吸着配向しているポリビニルアルコール系樹脂からな
る偏光フィルムの少なくとも片面、通常は両面に、透明な保護フィルムが貼合された構造
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になっている。偏光板の保護フィルムには、トリアセチルセルロースに代表されるセルロ
ースアセテート系樹脂のフィルムが多く用いられており、その厚みは通例４０～１２０μ
ｍ程度である。このようなセルロースアセテート系樹脂フィルムの偏光フィルムへの貼合
には、ポリビニルアルコール系樹脂の水溶液からなる接着剤を用いることが多い。しかし
ながら、水溶性接着剤を介して偏光フィルムに保護フィルムを積層した偏光板は、湿熱条
件下で長時間使用した場合に、偏光性能が低下したり、保護フィルムが偏光フィルムから
剥離したりする問題があった。
【０００４】
　そこで、偏光フィルムに貼合される保護フィルムをセルロースアセテート系樹脂以外の
樹脂で構成する試みがある。このような樹脂として、比較的安価な樹脂材料であるアクリ
ル系樹脂を用いる技術が知られている。このような技術として、例えば、ラクトン環を含
有する（メタ）アクリル系樹脂を用いた保護フィルム（特許文献１参照）が知られている
。さらに、アクリル系樹脂を延伸倍率５０～２００％の範囲内で一軸又は二軸延伸した保
護フィルム（特許文献２参照）も開発されている。このような延伸されたアクリル系樹脂
を用いることで、機械的強度と熱収縮性の優れた光学フィルムとすることができる。
【０００５】
　しかしながら、従来のアクリル系樹脂からなる外側樹脂フィルムは、柔軟性に劣り、割
れやすいという問題があった。そこで、アクリル系樹脂フィルムの柔軟性を高めて割れに
くくする研究が進められている。発明者らはこれまでに、アクリル系樹脂にゴム弾性体粒
子を配合することで、アクリル系樹脂フィルムの柔軟性を高める技術を開発している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００９－１２２６６３号公報
【特許文献２】特開２００８－２１６５８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、一般に偏光板は、偏光フィルムの表面に接着剤によって保護フィルムが接着
された層構成となっている。すなわち、保護フィルムの一方の面には接着剤層を介して偏
光フィルムが接着される。
【０００８】
　発明者らは、ゴム弾性体粒子が配合されたアクリル系樹脂フィルムについてさまざまな
観点から研究を進めたところ、このようなゴム弾性体粒子が配合されたアクリル系樹脂フ
ィルムは、その表面にゴム弾性体の一部が突出した凹凸形状を有していることがわかった
。そして、このようなゴム弾性体粒子が配合されたアクリル系樹脂フィルムを上述した偏
光板の保護フィルムとして用いた場合、アクリル系樹脂フィルムの表面の凹凸形状により
、偏光フィルムとの接着力に違いが生じたり、防眩層などの機能性層を形成する際にアク
リル系樹脂フィルムの表面の凹凸形状に起因して視認性の悪化などの問題が生じたりする
ことがわかった。
【０００９】
　しかしながら、アクリル系樹脂フィルムの表面の凹凸をどのような状態にすれば接着力
が高く、かつ視認性も良好とすることができるのかについては、詳細な研究はなされてい
なかった。
【００１０】
　本発明の目的は、一方の面側において偏光フィルムなどの他のフィルムとの接着力が高
く、また他方の面において機能性層を形成する場合に凹凸に起因する問題が生じにくいア
クリル系樹脂フィルム及びその製造方法を提供することである。また、本発明の他の目的
は、偏光フィルムとの接着性が良好で、かつ凹凸に起因する機能性層の問題が少ない偏光
板を提供することである。
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【課題を解決するための手段】
【００１１】
　発明者らは、鋭意研究を進めた結果、アクリル系樹脂フィルムの一方の面と他方の面で
凹凸形状に違いを持たせることにより、他のフィルムとの接着性や機能性層を形成する際
の影響を最適化することができることを発見した。すなわち、アクリル系樹脂フィルムの
表面に接着剤層を介して偏光フィルムなどの他のフィルムを接着する場合は、表面の凹凸
が多いほうが好ましく、一方、アクリル系樹脂フィルムの表面に防眩層などの機能性層を
形成する場合は、フィルム表面の凹凸形状の影響で表示画像に乱れが生じるなどの問題が
発生しやすいため、凹凸は少ないほうが好ましいことを見出し、以下の発明を完成させた
。
【００１２】
　すなわち、上記課題は、本発明のアクリル系樹脂フィルムによれば、アクリル系樹脂に
ゴム弾性体粒子が配合されたアクリル系樹脂組成物からなるシート状のアクリル系樹脂フ
ィルムであって、前記シート状のうち一方の面は滑面であり、前記シート状のうち前記滑
面と反対側の面は、フィルム表面から突出する前記ゴム弾性体粒子の表面積が前記滑面よ
りも大きい粗面であることにより解決される。
【００１３】
　この場合、前記ゴム弾性体粒子は、数平均粒径が１０～３００ｎｍの範囲内であり、前
記アクリル系樹脂に対して２５～４５重量％配合されていると好適である。
【００１４】
　前記粗面と前記滑面との算術平均粗さの差が５～１００ｎｍであることが好ましい。
【００１５】
　また、上記課題は、本発明の偏光板によれば、上記のいずれかに記載のアクリル系樹脂
フィルムと偏光フィルムとを備えた偏光板であって、前記粗面には、接着剤層を介して前
記偏光フィルムが積層されることにより解決される。
【００１６】
　この場合、前記粗面は、前記接着剤層が積層される前に表面活性化処理が施されると好
適である。
【００１７】
　また、前記滑面は、表面に機能性層を備えることが好ましい。
【００１８】
　上記課題は、本発明のアクリル系樹脂フィルムの製造方法によれば、上記のいずれかに
記載のアクリル系樹脂フィルムの製造方法であって、前記アクリル系樹脂組成物を溶融押
出しする押出し工程と、前記溶融押出しされた前記アクリル系樹脂組成物に第１のロール
及び前記第１のロールよりも弾性率の高い第２のロールを接地させてシート状に製膜する
工程と、を備え、前記アクリル系樹脂フィルムのうち前記第１のロールに接地する面は前
記滑面であり、前記アクリル系樹脂フィルムのうち前記第２のロールに接地する面は前記
粗面であることにより解決される。
【００１９】
　この場合、前記第１のロールは冷却ロールであると好適である。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明のアクリル系樹脂フィルムによれば、シート状のアクリル系樹脂フィルムのうち
一方の面が滑面であり、他方の面がフィルム表面から突出するゴム弾性体粒子の表面積が
滑面よりも大きい粗面である。粗面側は、フィルム表面から突出するゴム弾性体粒子の表
面積が滑面よりも大きいため、接着剤層を介して粗面側に偏光フィルムなどの他のフィル
ムを接着した場合には、凹凸に起因するアンカー効果により接着強度が高くなり、フィル
ムが剥がれにくくなる。一方で滑面側は、フィルム表面から突出するゴム弾性体粒子の表
面積が滑面よりも小さいため、凹凸が少なく、このため防眩層などの機能性層を形成する
際に凹凸形状に起因する問題が生じにくい。
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【００２１】
　また、本発明の偏光板によれば、アクリル系樹脂フィルムの粗面側に接着剤層を介して
偏光フィルムを接着するため、アクリル系樹脂フィルムと偏光フィルムとの間の接着力が
高く、容易には剥がれにくい。さらに、アクリル系樹脂フィルムの滑面側に機能性層を形
成する場合には、表面の凹凸形状に起因する問題が生じにくい。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】アクリル系樹脂フィルムとその表面を拡大した断面模式図である。
【図２】偏光板の一例を示した断面模式図である。
【図３】アクリル系樹脂フィルムの製造方法の一例を示した模式図である。
【図４】偏光板を使用した液晶表示装置の一例を示した断面模式図である。
【図５】実施例のＴ型ピール試験に使用したサンプルを示した断面模式図である。
【図６】アクリル系樹脂フィルムの接着力の測定結果を示したグラフである。
【図７】コロナ処理を行う前のアクリル系樹脂フィルムの表面の顕微鏡写真である。
【図８】コロナ処理を行った後のアクリル系樹脂フィルムの表面の顕微鏡写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明のいくつかの実施形態について、図を参照して説明する。なお、本発明は
以下に説明する部材や配置等によって限定されず、これらの部材等は本発明の趣旨に沿っ
て適宜改変することができる。
【００２４】
　以下、アクリル系樹脂フィルムについて説明する。本発明のアクリル系樹脂フィルムは
、アクリル系樹脂にゴム弾性体粒子が配合されたアクリル系樹脂組成物からなるシート状
のフィルムである。
【００２５】
　図１（ａ）はアクリル系樹脂フィルムの断面形状を示した断面模式図である。また、図
１（ｂ）は、図１（ａ）のアクリル系樹脂フィルムの表面の領域Ｒ１とＲ２をそれぞれ拡
大して示した断面模式図であり、左側が領域Ｒ１を、右側が領域Ｒ２の拡大図である。こ
の図に示すように、アクリル系樹脂フィルム２５の表面からは、ゴム弾性体粒子の一部の
領域が突出した凹凸形状を有している。アクリル系樹脂フィルム２５の一方の面は、表面
から突出するゴム弾性体粒子の表面積が相対的に小さい滑面２５ａであり、その反対側の
面は、表面から突出するゴム弾性体粒子の表面積が滑面２５ａよりも大きい粗面２５ｂで
ある。
【００２６】
　フィルム表面から突出するゴム弾性体粒子の表面積は、表面粗さなどの指標を用いて表
すことができる。表面粗さとしては、算術平均粗さ（Ｒａ）、最大高さ（Ｒｙ）、十点平
均粗さ（Ｒｚ）などの指標を採用することができる。
【００２７】
　粗面２５ｂと滑面２５ａとの間の算術平均粗さ（Ｒａ）の差は、５ｎｍ～１００ｎｍ程
度が好ましい。算術平均粗さ（Ｒａ）の差が５ｎｍを下回ると、表面の粗さが同程度とな
るため、後述する図２に示すように一方の面に接着剤層２８を介して偏光フィルム２１を
積層し、他方の面に機能性層２６を形成する際に、接着強度が低くなり偏光フィルム２１
が剥離しやすくなったり、機能性層２６の側に凹凸が多くなって視認性が悪化したりする
傾向がある。一方、算術平均粗さ（Ｒａ）の差が１００ｎｍを上回るアクリル系樹脂フィ
ルム２５はフィルムが白化しやすくなり、光学特性が低下する傾向に有る。
【００２８】
　このように、アクリル系樹脂フィルム２５の両面でフィルム表面から突出したゴム弾性
体粒子の表面積が異なるようにすることで、後述する偏光板のようにアクリル系樹脂フィ
ルム２５の一方の面に偏光フィルム２１を接着し、他方の面に機能性層２６を形成したり
する場合に特有の効果を発揮する。以下、アクリル系樹脂フィルム２５を備えた偏光板に
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ついて説明する。
【００２９】
　（偏光板２０）
　図２に示すように、アクリル系樹脂フィルム２５は、偏光板２０を構成するフィルムと
して使用可能である。この図では、アクリル系樹脂フィルム２５を偏光フィルム２１の外
側保護フィルムとして用いた例を示している。偏光板２０は、アクリル系樹脂フィルム２
５と、偏光フィルム２１と、内側樹脂フィルム２３と、粘着剤層２７と、がこの順で積層
された層構成を備えている。アクリル系樹脂フィルム２５と偏光フィルム２１の間、偏光
フィルム２１と内側樹脂フィルム２３の間は、いずれも接着剤層２８により接着されてい
る。
【００３０】
　偏光フィルム２１は、アクリル系樹脂フィルム２５のうち粗面２５ｂ側に接着剤層２８
を介して接着される。粗面２５ｂは、フィルム表面から突出するゴム弾性体粒子の表面積
が相対的に大きいため、この粗面２５ｂに接着剤が塗布されると、接着剤がゴム弾性体粒
子表面の凹凸形状表面の溝や隙間の中に浸潤して硬化することでゴム弾性体粒子が楔のよ
うな役割を果たす、いわゆる「アンカー効果」により強固に接着する。このため、アクリ
ル系樹脂フィルム２５と偏光フィルム２１との間の接着力が高くなり、両者は容易には剥
がれにくくなる。
【００３１】
　一方、機能性層２６は、アクリル系樹脂フィルム２５の滑面２５ａ側に形成される。機
能性層２６としては、例えば防眩層、ハードコート層、反射防止層・低反射層、防汚層、
防塵層・帯電防止層などを挙げることができる。これらの機能性層２６を形成する場合、
アクリル系樹脂フィルム２５の表面の凹凸が少ないほうが好ましい。例えば、防眩層の場
合、防眩層を透過する光を散乱させるために、フィラーとしての光透過性粒子を樹脂組成
物中に配合し、これをアクリル系樹脂フィルム２５の表面に塗工して表面に微細な凹凸形
状を形成するが、アクリル系樹脂フィルム２５の表面に凹凸形状があると、光透過性粒子
が凹部に溜まってしまい、光の散乱に局所的な差が生じて視認性が悪化する。また、ハー
ドコート層などフィラーを用いない機能性層２６であっても、アクリル系樹脂フィルム２
５の表面の凹凸形状が比較的大きい場合は、これが観察者に見えてしまうことで視認性が
悪化することもある。
【００３２】
　したがって、機能性層２６が形成されるアクリル系樹脂フィルム２５の表面としては、
できる限り凹凸形状が少ないほうが好ましく、このため滑面２５ａ側に機能性層２６を形
成している。これにより、表面の凹凸に起因する視認性の悪化などの問題が少なくなるた
め好ましい。
【００３３】
　（１）アクリル系樹脂フィルム２５；
　次に、アクリル系樹脂フィルム２５について説明する。アクリル系樹脂フィルム２５は
、アクリル系樹脂からなるフィルムであり、偏光板２０の保護フィルムなどの用途に用い
ることができる。ここで、アクリル系樹脂とは、（メタ）アクリル系樹脂を意味し、アク
リル系樹脂とメタクリル系樹脂の両方を含む概念である。以下、アクリル系樹脂について
説明する。
【００３４】
　（１－１）アクリル系樹脂；
　アクリル系樹脂は、上述したように（メタ）アクリル系樹脂であり、アクリル酸エステ
ルやメタクリル酸エステルの重合体を意味する。メタクリル酸エステルの重合体としては
、例えば、メタクリル酸アルキルを主体とする重合体からなるものが好ましい。メタクリ
ル酸アルキルの単量体組成は、全単量体の合計１００重量％を基準として、メタクリル酸
アルキルが、好ましくは７０重量％以上、より好ましくは８０重量％以上、更に好ましく
は９０重量％以上であり、かつメタクリル酸アルキルが９９重量％以下である。なお、ア
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クリル系樹脂としては、メタクリル酸アルキルの単独重合体であってもよいし、メタクリ
ル酸アルキル５０重量％以上とメタクリル酸アルキル以外の単量体５０重量％以下との共
重合体であってもよい。メタクリル酸アルキルとしては、通常、そのアルキル基の炭素数
が１～４のものが用いられ、中でもメタクリル酸メチルが好ましく用いられる。
【００３５】
　また、メタクリル酸アルキル以外の単量体は、分子内に１個の重合性炭素－炭素二重結
合を有する単官能単量体であってもよいし、分子内に２個以上の重合性炭素－炭素二重結
合を有する多官能単量体であってもよい。特に、単官能単量体が好ましく用いられ、その
例としては、アクリル酸メチルやアクリル酸エチルのようなアクリル酸アルキル、スチレ
ンやアルキルスチレンのようなスチレン系単量体、アクリロニトリルやメタクリロニトリ
ルのような不飽和ニトリルが挙げられる。共重合成分としてアクリル酸アルキルを用いる
場合、その炭素数は通常１～８である。
【００３６】
　また、アクリル系樹脂としては、グルタルイミド誘導体、グルタル酸無水物誘導体、ラ
クトン環構造などを有しないことが好ましい。これらのアクリル系樹脂は、アクリル系樹
脂フィルム２５として十分な機械強度や耐湿熱性が得られない場合がある。
【００３７】
　（１－２）ゴム弾性体粒子；
　柔軟性を向上させてハンドリング性を高めるため、アクリル系樹脂にはゴム弾性体粒子
を配合している。ゴム弾性体粒子は、ゴム弾性体を含有する粒子であり、ゴム弾性体のみ
からなる粒子であってもよいし、ゴム弾性体の層を有する多層構造の粒子であってもよい
。ゴム弾性体としては、例えば、オレフィン系弾性重合体、ジエン系弾性重合体、スチレ
ン－ジエン系弾性共重合体、アクリル系弾性重合体が挙げられる。中でも、アクリル系樹
脂フィルム２５の表面硬度や耐光性、透明性の点からは、アクリル系弾性重合体が好まし
い。
【００３８】
　アクリル系弾性重合体は、アクリル酸アルキルを主体とする重合体であるのが好ましく
、アクリル酸アルキルの単独重合体であってもよいし、アクリル酸アルキル５０重量％以
上とアクリル酸アルキル以外の単量体５０重量％以下との共重合体であってもよい。アク
リル酸アルキルとしては、通常、そのアルキル基の炭素数が４～８のものが用いられる。
また、アクリル酸アルキル以外の単量体の例としては、メタクリル酸メチルやメタクリル
酸エチルのようなメタクリル酸アルキル、スチレンやアルキルスチレンのようなスチレン
系単量体、アクリロニトリルやメタクリロニトリルのような不飽和ニトリル等の単官能単
量体や、（メタ）アクリル酸アリルや（メタ）アクリル酸メタリルのような不飽和カルボ
ン酸のアルケニルエステル、マレイン酸ジアリルのような二塩基酸のジアルケニルエステ
ル、アルキレングリコールジ（メタ）アクリレートのようなグリコール類の不飽和カルボ
ン酸ジエステル等の多官能単量体が挙げられる。
【００３９】
　アクリル系弾性重合体を含有するゴム弾性体粒子は、アクリル系弾性重合体の層を有す
る多層構造の粒子であることが好ましく、アクリル系弾性重合体の外側にメタクリル酸ア
ルキルを主体とする重合体の層を有する２層構造のものであってもよいし、更にアクリル
系弾性重合体の内側にメタクリル酸アルキルを主体とする重合体の層を有する３層構造の
ものであってもよい。なお、アクリル系弾性重合体の外側又は内側に形成される層を構成
するメタクリル酸アルキルを主体とする重合体の単量体組成の例は、先にアクリル系樹脂
の例として挙げたメタクリル酸アルキルを主体とする重合体の単量体組成の例と同様であ
る。このような多層構造のアクリル系ゴム弾性体粒子は、例えば特公昭５５－２７５７６
号公報に記載の方法により、製造することができる。
【００４０】
　ゴム弾性体粒子としては、その中に含まれるゴム弾性体の数平均粒径が１０～３００ｎ
ｍのものを使用することができる。これにより、接着剤を用いてアクリル系樹脂フィルム
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２５を偏光フィルム２１に積層したときに、アクリル系樹脂フィルム２５を接着剤層２８
から剥がれ難くすることができる。このゴム弾性体の数平均粒径は、好ましくは５０ｎｍ
以上、２５０ｎｍ以下である。
【００４１】
　最外層がメタクリル酸メチルを主体とする重合体であり、その中にアクリル系弾性重合
体が包み込まれているゴム弾性体粒子においては、それを母体のアクリル系樹脂に混合す
ると、ゴム弾性体粒子の最外層が母体のアクリル系樹脂と混和する。このため、その断面
において、酸化ルテニウムによるアクリル系弾性重合体への染色を施し、電子顕微鏡で観
察した場合、そのゴム弾性体粒子が、最外層を除いた状態の粒子として観察することがで
きる。具体的には、内層がアクリル系弾性重合体であり、外層がメタクリル酸メチルを主
体とする重合体である２層構造のゴム弾性体粒子を用いた場合には、内層のアクリル系弾
性重合体部分が染色されて単層構造の粒子として観察される。また、最内層がメタクリル
酸メチルを主体とする重合体であり、中間層がアクリル系弾性重合体であり、最外層がメ
タクリル酸メチルを主体とする重合体である３層構造のゴム弾性体粒子を用いた場合には
、最内層の粒子中心部分が染色されず、中間層のアクリル系弾性重合体部分のみが染色さ
れた２層構造の粒子として観察されることになる。
【００４２】
　なお、本明細書において、ゴム弾性体粒子の数平均粒径とは、このように、ゴム弾性体
粒子を母体樹脂に混合して断面を酸化ルテニウムで染色したときに、染色されてほぼ円形
状に観察される部分の径の数平均値である。
【００４３】
　アクリル系樹脂フィルム２５を形成するアクリル系樹脂組成物において、ゴム弾性体粒
子の配合量は特には限定されないが、例えば、透明なアクリル系樹脂に、数平均粒子径が
１０～３００ｎｍのゴム弾性体粒子が２５～４５重量％配合されているものが好ましい。
【００４４】
　アクリル系樹脂組成物は、例えば、ゴム弾性体粒子を得た後、その存在下にアクリル系
樹脂の原料となる単量体を重合させて、母体のアクリル系樹脂を生成させることにより製
造してもよいし、ゴム弾性体粒子とアクリル系樹脂とを得た後、両者を溶融混練等により
混合することにより製造してもよい。
【００４５】
　アクリル系樹脂組成物には、必要に応じて、顔料や染料のような着色剤、蛍光増白剤、
分散剤、熱安定剤、光安定剤、赤外線吸収剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、酸化防止剤、
滑剤、溶剤などの配合剤を含有させてもよい。
【００４６】
　紫外線吸収剤は４００ｎｍ以下の紫外線を吸収することで、耐久性を向上させるために
添加される。紫外線吸収剤としては、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤、アクリロニトリル系紫外線吸収剤等の公知のものが使用可能である。
中でも、２，２´－メチレンビス（４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－
（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール）、２－（２´－ヒドロキシ－３´
－ｔｅｒｔ－ブチル－５´－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２，４
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－６－（５－クロロベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール
、２，２´－ジヒドロキシ－４，４´－ジメトキシベンゾフェノン、２，２´，４，４´
－テトラヒドロキシベンゾフェノン等が好適に用いられる。これらの中でも、特に２，２
´－メチレンビス（４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール－２－イル）フェノール）が好ましい。
【００４７】
　紫外線吸収剤の濃度は、アクリル系樹脂フィルム２５の波長３７０ｎｍ以下の透過率が
、好ましくは１０％以下、より好ましくは５％以下、更に好ましくは２％以下となる範囲
で選択することができる。紫外線吸収剤を含有させる方法としては、紫外線吸収剤を予め
アクリル系樹脂中に配合する方法；溶融押出成形時に直接供給する方法などが挙げられ、
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いずれの方法が採用されてもよい。
【００４８】
　赤外線吸収剤としては、ニトロソ化合物、その金属錯塩、シアニン系化合物、スクワリ
リウム系化合物、チオールニッケル錯塩系化合物、フタロシアニン系化合物、ナフタロシ
アニン系化合物、トリアリルメタン系化合物、イモニウム系化合物、ジイモニウム系化合
物、ナフトキノン系化合物、アントラキノン系化合物、アミノ化合物、アミニウム塩系化
合物、カーボンブラック、酸化インジウムスズ、酸化アンチモンスズ、周期表４Ａ、５Ａ
若しくは６Ａ族に属する金属の酸化物、炭化物、ホウ化物等の赤外線吸収剤などを挙げる
ことができる。これらの赤外線吸収剤は、赤外線（波長約８００ｎｍ～１１００ｎｍの範
囲の光）全体を吸収できるように、選択することが好ましく、２種類以上を併用してもよ
い。赤外線吸収剤の量は、例えば、アクリル系樹脂フィルム２５の８００ｎｍ以上の波長
の光線透過率が１０％以下となるように適宜調整することができる。
【００４９】
　アクリル系樹脂組成物のガラス転移温度Ｔｇは、８０～１２０℃の範囲内が好ましい。
さらに、アクリル系樹脂組成物は、フィルムに成形したときの表面の硬度が高いもの、具
体的には、鉛筆硬度（荷重５００ｇで、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に準拠）でＢ以上の
ものが好ましい。
【００５０】
　また、アクリル系樹脂組成物は、アクリル系樹脂フィルム２５の柔軟性の観点から、曲
げ弾性率（ＪＩＳ　Ｋ７１７１）が１５００ＭＰａ以下であるのが好ましい。この曲げ弾
性率は、より好ましくは１３００ＭＰａ以下であり、更に好ましくは１２００ＭＰａ以下
である。この曲げ弾性率は、アクリル系樹脂組成物中のアクリル系樹脂やゴム弾性体粒子
の種類や量などによって変動し、例えば、ゴム弾性体粒子の含有量が多いほど、一般に曲
げ弾性率は小さくなる。また、アクリル系樹脂として、メタクリル酸アルキルの単独重合
体を用いるよりも、メタクリル酸アルキルとアクリル酸アルキル等との共重合体を用いる
方が、一般に曲げ弾性率は小さくなる。
【００５１】
　また、ゴム弾性体粒子として、上記３層構造のアクリル系弾性重合体粒子を用いるより
も、上記２層構造のアクリル系弾性重合体粒子を用いる方が、一般に曲げ弾性率は小さく
なり、更に単層構造のアクリル系弾性重合体粒子を用いる方が、一般に曲げ弾性率は小さ
くなる。また、ゴム弾性体粒子中、ゴム弾性体の平均粒径が小さいほど、又はゴム弾性体
の量が多いほど、一般に曲げ弾性率は小さくなる。そこで、アクリル系樹脂やゴム弾性体
粒子の種類や量を上記所定の範囲で調整して、曲げ弾性率が１５００ＭＰａ以下になるよ
うにすることが好ましい。
【００５２】
　アクリル系樹脂フィルム２５を多層構成とする場合、アクリル系樹脂組成物の層以外に
存在しうる層は、その組成に特に限定はなく、例えば、ゴム弾性体粒子を含有しないアク
リル系樹脂又はその組成物の層であってもよいし、ゴム弾性体粒子の含有量やゴム弾性体
粒子中のゴム弾性体の平均粒径が上記の規定外であるアクリル系樹脂組成物からなる層で
あってもよい。
【００５３】
　典型的には２層又は３層構成であって、例えば、アクリル系樹脂組成物の層／ゴム弾性
体粒子を含有しないアクリル系樹脂又はその組成物の層からなる２層構成であってもよい
し、アクリル系樹脂組成物の層／ゴム弾性体粒子を含有しないアクリル系樹脂又はその組
成物の層／アクリル系樹脂組成物の層からなる３層構成であってもよい。多層構成のアク
リル系樹脂フィルム２５は、アクリル系樹脂組成物の層の面を、偏光フィルム２１との貼
合面とすればよい。
【００５４】
　また、アクリル系樹脂フィルム２５を多層構成とする場合、ゴム弾性体粒子や上記配合
剤の各層の含有量を互いに異ならせてもよい。例えば、紫外線吸収剤及び／又は赤外線吸
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収剤を含有する層と、この層を挟んで紫外線吸収剤及び／又は赤外線吸収剤を含有しない
層とが積層されていてもよい。また、アクリル系樹脂組成物の層の紫外線吸収剤の含有量
が、ゴム弾性体粒子を含有しないアクリル系樹脂又はその組成物の層の紫外線吸収剤の含
有量よりも、高くなるようにしてもよく、具体的には、前者を好ましくは０．５～１０重
量％、より好ましくは１～５重量％とし、後者を好ましくは０～１重量％、より好ましく
は０～０．５重量％としてもよく、これにより、偏光板２０の色調を悪化させることなく
、紫外線を効率的に遮断することができ、長期使用時の偏光度の低下を防ぐことができる
。
【００５５】
　アクリル系樹脂フィルム２５は、延伸されていない無配向性のものでもよく、延伸され
たものでもよい。延伸処理を行わない場合、膜厚が厚くなるため偏光板２０の層膜厚が厚
くなりやすくなるが、一方で膜厚が厚いためアクリル系樹脂フィルム２５のハンドリング
性が良好になる。このようなアクリル系樹脂フィルム２５は、アクリル系樹脂組成物を製
膜して得られた未延伸フィルム（原反フィルム）から得ることができる。反対に、延伸し
た場合には、位相差が発現しやすくなる一方で、延伸することでアクリル系樹脂フィルム
２５の膜厚が薄くなるとともに剛性も向上するという利点がある。延伸フィルムは、未延
伸フィルムを任意の方法で延伸することで製造することができる。
【００５６】
　アクリル系樹脂は、任意の方法で製膜して未延伸フィルムとすることができる。この未
延伸フィルムは、透明で実質的に面内位相差がないものが好ましい。製膜方法としては、
例えば、溶融樹脂を膜状に押し出して製膜する押出成形法、有機溶剤に溶解させた樹脂を
平板上に流延した後で溶剤を除去して製膜する溶剤キャスト法などを採用することができ
る。
【００５７】
　押出成形法の具体例としては、例えば、アクリル系樹脂組成物を２本のロールで挟み込
んだ状態で製膜する方法が挙げられる。この際、ロール表面の剛性を異ならせることで、
アクリル系樹脂フィルムの一方の面を滑面２５ａ、他方の面を粗面２５ｂとすることが可
能である。
【００５８】
　図３は、押出成形法によりアクリル系樹脂フィルム２５を作製する方法について説明し
た模式図である。この図に示すように、溶融状態に熱したアクリル系樹脂組成物をダイ１
１からシート状に押出し、冷却ロール１２と弾性ロール１３で狭圧してシート状に製膜す
るとともに冷却する。冷却ロール１２は、金属など剛性の高い材料で形成されており、弾
性ロール１３は、ゴムなど冷却ロール１２よりも弾性率の高い弾性材料で形成されている
。弾性ロール１３としては、金属弾性ロールやゴムロールなどを用いることができる。金
属弾性ロールとしては公知のものを用いることができ、例えば、表面が金属材料で構成さ
れ、この表面金属材料と軸ロールとの間が流体やゴムなどの弾性材料で充填されたものを
挙げることができる。ゴムロールは表面がゴムなどの弾性材料で形成されたロールである
。なお、冷却ロール１２の表面は、鏡面ロールであることが好ましい。これにより、表面
平滑性に優れたフィルムを得ることができる。冷却ロール１２の冷却温度は、溶融樹脂が
硬化してフィルム状に製膜できる温度であれば特に限定されないが、通常は１０～１００
℃の範囲内である。
【００５９】
　冷却ロール１２の表面粗さは、最大高さの標準数列で表される粗度が ０.２Ｓ以下であ
ることが好ましい。また、弾性ロール１３の表面粗さは、最大高さの標準数列で表される
粗度が ０.２Ｓ以下であることが好ましい。
【００６０】
　ロール１２，１３で製膜されたシート状のアクリル系樹脂フィルム２５は、冷却ロール
１２に接地する面が滑面２５ａ、弾性ロール１３に接地する面が粗面２５ｂとなる。これ
は、弾性ロール１３は径方向への弾性率が高く押し込み抵抗が低いため、アクリル系樹脂
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フィルム２５の表面に接地した状態でも弾性ロール１３の表面の押圧力に抗してゴム弾性
体粒子がフィルム表面から突出しやすく、これによりフィルム表面に凹凸が生じやすいか
らである。反対に、冷却ロール１２は表面の剛性が高いため、アクリル系樹脂フィルム２
５の表面から突出したゴム弾性体粒子が冷却ロール１２の表面に押されてフィルム内部に
没入しやすいため、フィルム表面が平滑になりやすいからである。なお、冷却ロール１２
は本発明の第１のロール、弾性ロール１３は本発明の第２のロールに相当する。
【００６１】
　シート状に製膜されたアクリル系樹脂フィルム２５は、巻取りロール１９でロール状に
巻き取られる。アクリル系樹脂フィルム２５の原反は、必要に応じてシート状に繰り出さ
れ、偏光板２０などの光学部材の製造に用いられる。
【００６２】
　なお、アクリル系樹脂フィルム２５として多層構成のものを得る場合、アクリル系樹脂
組成物を、他のアクリル系樹脂組成物と共に、多層押出後、製膜すればよい。このように
して得られる未延伸フィルムの厚みは、５～２００μｍであることが好ましく、より好ま
しくは１０μｍ～８５μｍである。
【００６３】
　アクリル系樹脂からなる未延伸フィルムは、必要に応じて一軸延伸、二軸延伸など公知
の方法で延伸することができる。延伸方法としては、テンター延伸機を用いたテンター法
を挙げることができる。二軸延伸は、２つの延伸方向に同時に延伸する同時二軸延伸でも
よく、所定方向に延伸した後で他の方向に延伸する逐次二軸延伸であってもよい。
【００６４】
　次に、アクリル系樹脂フィルム２５のヘイズ値について説明する。ヘイズ値とは、フィ
ルムに可視光を照射したときの全光線透過率に対する拡散光線透過率の割合であり、ヘイ
ズ値が小さいほどフィルムが透明性に優れているものであることが認められる。また、内
部ヘイズ値とは、フィルムのヘイズ値より、フィルムの表面形状に起因するヘイズ値（外
部ヘイズ値）を差し引いた値を示す。
【００６５】
　アクリル系樹脂フィルム２５のヘイズ値は、上述したように内部ヘイズ値が１．０％以
下、より好ましくは０．５％以下であり、外部ヘイズ値が５％以下であることが好ましい
。内部ヘイズ値が１．０％、外部ヘイズ値が５％を超えると、フィルムを透過する光が散
乱し、液晶表示装置に貼合した際に表示特性が低下してしまう場合がある。
【００６６】
　アクリル系樹脂フィルム２５の製造方法としては、上記した冷却ロール１２，弾性ロー
ル１３によって狭圧する方法に限定されない。例えば、ゴム弾性体粒子の配合濃度の高い
アクリル系樹脂組成物と、配合濃度の低いアクリル系樹脂組成物の２種類のアクリル系樹
脂組成物を用意し、それぞれのアクリル系樹脂組成物を用いて作製したシート状のフィル
ムを積層する方法なども挙げられる。この方法では、ゴム弾性体粒子の配合濃度が高いア
クリル系樹脂組成物で作製したシート状フィルム側が粗面２５ｂとなり、配合濃度が低い
アクリル系樹脂組成物で作製したシート状フィルム側が滑面２５ａとなる。
【００６７】
　（２）機能性層２６；
　アクリル系樹脂フィルム２５の表面には、機能性層２６を形成することができる。機能
性層２６としては、例えばハードコート層、防眩層、反射防止・低反射層、防塵・帯電防
止層などが挙げられる。上述したように、これらの機能性層２６は、アクリル系樹脂フィ
ルム２５のうち滑面２５ａの表面に形成することが好ましい。
【００６８】
　［ハードコート層］
　ハードコート層は、アクリル系樹脂フィルム２５の表面に耐傷性、耐薬品性などを付与
してアクリル系樹脂フィルム２５を保護するための層である。ハードコート層としては、
公知のものを適宜採用することができるが、例えば、活性エネルギー線硬化性化合物を含
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有する層を硬化したものを使用することができる。活性エネルギー線硬化性化合物は、電
子線、紫外線などの活性エネルギー線を照射することにより硬化する性質を有する化合物
である。このような活性エネルギー線硬化性化合物としては、例えば、電子線を照射する
ことにより硬化する電子線硬化性化合物や、紫外線を照射することにより硬化する紫外線
硬化性化合物などが挙げられる。これらの化合物は、通常のハードコート層の形成に用い
られるハードコート剤の主成分と同様の化合物であり、（メタ）アクリル系樹脂を例示す
ることができる。特に、（メタ）アクリル系樹脂のうち、多官能アクリレート系化合物を
主成分とするものが好ましい。
【００６９】
　ここで、多官能アクリレート系化合物とは、分子中に少なくとも２個のアクリロイルオ
キシ基又はメタクリロイルオキシ基を有する化合物であり、具体的には、エチレングリコ
ールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオール
ジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリ
アクリレート、トリメチロールエタントリアクリレート、テトラメチロールメタントリア
クリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、ペンタグリセロールトリアク
リレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリ
レート、グリセリントリアクリレート、ジペンタエリスリトールトリアクリレート、ジペ
ンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、
ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、トリス（アクリロイルオキシエチル）イソ
シアヌレート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリ
レート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタク
リレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールエタントリメタ
クリレート、テトラメチロールメタントリメタクリレート、テトラメチロールメタンテト
ラメタクリレート、ペンタグリセロールトリメタクリレート、ペンタエリスリトールトリ
メタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、グリセリントリメタクリ
レート、ジペンタエリスリトールトリメタクリレート、ジペンタエリスリトールテトラメ
タクリレート、ジペンタエリスリトールペンタメタクリレート、ジペンタエリスリトール
ヘキサメタクリレート、トリス（メタクリロイルオキシエチル）イソシアヌレート、ホス
ファゼン化合物のホスファゼン環にアクリロイルオキシ基又はメタクリロイルオキシ基が
導入されたホスファゼン系アクリレート化合物又はホスファゼン系メタクリレート化合物
、分子中に少なくとも２個のイソシアネート基を有するポリイソシアネートと少なくとも
１個のアクリロイルオキシ基又はメタクリロイルオキシ基及び水酸基を有するポリオール
化合物との反応により得られるウレタンアクリレート化合物やウレタンメタクリレート化
合物、分子中に少なくとも２個のカルボン酸ハロゲン化物と少なくとも１個のアクリロイ
ルオキシ基又はメタクリロイルオキシ基及び水酸基を有するポリオール化合物との反応に
より得られるポリエステルアクリレート化合物、ポリエステルメタクリレート化合物、並
びに上記各化合物の２量体、３量体などのようなオリゴマーなどが挙げられる。
【００７０】
　これらの化合物は、それぞれ単独又は２種以上を混合して用いられる。なお、上記の多
官能（メタ）アクリレートの他に、ハードコート層用塗料の硬化時の活性エネルギー線硬
化型樹脂固形分に対して、好ましくは１０．０重量％以下の、ヒドロキシエチル（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（
メタ）アクリレート、ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フ
ェノキシプロピル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート等の中から選
択される少なくとも１種の単官能（メタ）アクリレートを配合しても良い。
【００７１】
　また、ハードコート層には、硬度を調整する目的で重合性オリゴマーを添加することが
できる。このようなオリゴマーとしては、末端（メタ）アクリレートポリメチルメタクリ
レート、末端スチリルポリ（メタ）アクリレート、末端（メタ）アクリレートポリスチレ
ン、末端（メタ）アクリレートポリエチレングリコール、末端（メタ）アクリレートアク
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リロニトリル－スチレン共重合体、末端（メタ）アクリレートスチレン－メチル（メタ）
アクリレート共重合体などのマクロモノマーを挙げることができる。その含有量は塗料組
成物の硬化時の固形分に対して、好ましくは５．０～５０．０重量％である。
【００７２】
　活性エネルギー線硬化性化合物は、溶剤と混合された状態の溶液として用いてもよい。
活性エネルギー線硬化性化合物やその溶液は、ハードコート剤として市販されているもの
であってもよい。市販のハードコート剤としては、具体的には、「ＮＫハードＭ１０１」
（新中村化学（株）製、ウレタンアクリレート化合物）、「ＮＫエステルＡ－ＴＭＭ－３
Ｌ」（新中村化学（株）製、テトラメチロールメタントリアクリレート）、「ＮＫエステ
ルＡ－９５３０」（新中村化学（株）製、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート）
、「ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）　ＤＰＣＡシリーズ」（日本化薬（株）製、ジペンタエ
リスリトールヘキサアクリレート化合物の誘導体）、「アロニックス（登録商標）Ｍ－８
５６０」（東亜合成（株）製、ポリエステルアクリレート化合物）、「ニューフロンティ
ア（登録商標）ＴＥＩＣＡ」（第一工業製薬（株）製、トリス（アクリロイルオキシエチ
ル）イソシアヌレート）、「ＰＰＺ」（共栄社化学（株）製、ホスファゼン系メタクリレ
ート化合物）などが例示される。
【００７３】
　ハードコート層をアクリル系樹脂フィルム２５の表面に形成するには、例えば活性エネ
ルギー線硬化性化合物を含有する組成物を基板の表面に塗布し、活性エネルギー線を照射
すればよい。このような組成物は、活性エネルギー線硬化性化合物を添加剤等と混合する
ことにより得ることができる。
【００７４】
　ハードコート層の膜厚は、適宜設定することができるが、例えば１０μｍ以下であるこ
とが好ましい。また、活性エネルギー線硬化性化合物を含有する組成物は、通常は溶剤で
希釈して用いる。この場合、活性エネルギー線硬化性化合物とシリコーンオイルなど表面
平滑性などを付与するための各種添加剤とを混合した後に溶剤で希釈してもよいし、活性
エネルギー線硬化性化合物を溶剤で希釈した後に添加剤と混合してもよく、活性エネルギ
ー線硬化性化合物と予め溶剤で希釈された添加剤とを混合してもよい。また、予め溶剤で
希釈された活性エネルギー線硬化性化合物と予め溶剤で希釈された添加剤とを混合しても
よい。混合後の組成物は更に攪拌してもよい。
【００７５】
　また、塗布を容易にする観点から、活性エネルギー線硬化性化合物を含有する組成物は
適当な溶剤で希釈されることが好ましい。溶剤としては、ヘキサン、オクタンなどの脂肪
族炭化水素、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素、エタノール、１－プロパノール
、イソプロパノール、１－ブタノールなどのアルコール類、メチルエチルケトン、メチル
イソブチルケトンなどのケトン類、酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル類、セロソル
ブ類などから適宜選択して用いることができる。これらの有機溶剤は、必要に応じて数種
類を混合して用いてもよい。塗工後には有機溶剤を蒸発させる必要があるため、溶剤の沸
点が７０℃～２００℃の範囲であることが望ましい。溶剤の種類や使用量は、用いる活性
エネルギー線硬化性化合物の種類や使用量、基材の材質、形状、塗布方法、目的とするハ
ードコート層の厚みなどに応じて適宜選択される。
【００７６】
　活性エネルギー線硬化性化合物を含有する組成物は重合開始剤を含有していてもよい。
活性エネルギー線として紫外線や可視光線を用いる場合には、通常、重合開始剤として光
重合開始剤が用いられる。
【００７７】
　光重合開始剤としては、例えばアセトフェノン、アセトフエノンベンジルケ夕ール、ア
ントラキノン、１－（４－イソプロピルフエニル－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン
－１－オン、カルバゾール、キサントン、４－クロロベンゾフェノン、４，４´－ジアミ
ノベンゾフェノン、１，１－ジメトキシデオキシベンゾイン、３，３´－ジメチル－４－
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メトキシベンゾフェノン、チオキサントン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフ
ェノン、１－（４－ドデシルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オ
ン、２－メチル－１－〔４－（メチルチオ）フェニル〕－２－モルフオリノプロパン－１
－オン、トリフェニルアミン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィン
オキサイド、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチ
ル－１－フェニルプロパン－１－オン、フルオレノン、フルオレン、ベンズアルデヒド、
ベンゾインエチルエーテル、ベンゾイソプロピルエーテル、ベンゾフェノン、ミヒラーケ
トン、３－メチルアセトフェノン、３，３´，４，４´－テトラｔｅｒｔ－ブチルパーオ
キシカルボニルベンゾフエノン（ＢＴＴＢ）、２－（ジメチルアミノ）－１－〔４－（モ
ルフォリニル）フェニル〕－２－フェニルメチル）－１－ブタノン、４－ベンゾイル－４
´－メチルジフェニルサルファイド、ベンジルなどが挙げられる。また、光重合開始剤は
色素増感剤と組合せて用いてもよい。色素増感剤としては、例えばキサンテン、チオキサ
ンテン、クマリン、ケトクマリンなどが挙げられる。光重合開始剤と色素増感剤との組合
せとしては、例えばＢＴＴＢとキサンテンとの組合せ、ＢＴＴＢとチオキサンテンとの組
合せ、ＢＴＴＢとクマリンとの組合せ、ＢＴＴＢとケトクマリンとの組合せなどが挙げら
れる。
【００７８】
　光重合開始剤を用いる場合、その使用量は、活性エネルギー線硬化性化合物１００重量
部あたり０．１重量部以上である。０．１重量部未満であると光重合開始剤を使用しない
場合と比較して硬化速度が大きくなりにくい傾向にある。なお、光重合開始剤の使用量の
上限は、活性エネルギー線硬化性化合物１００重量部あたり１０重量部である。
【００７９】
　活性エネルギー線硬化性化合物を含有する組成物は、帯電防止剤を含有していてもよい
。帯電防止剤を含有することにより、帯電防止性能や制電性能を有するハードコート基材
を得ることができる。帯電防止剤としては、例えば界面活性剤、導電性高分子からなる帯
電防止剤、導電性粒子などが挙げられる。導電性粒子としては、例えばインジウム－スズ
－複合酸化物（ＩＴＯ）、アンチモンがドープされた酸化スズなどの粒子が挙げられる。
これらの帯電防止剤は、それぞれ１種又は２種以上を混合して使用される。
【００８０】
　また、このような組成物がブロム原子、フッ素原子、硫黄原子、ベンゼン環などを含む
有機化合物、酸化錫、酸化アンチモン、酸化チタン、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛、酸化
ケイ素などの無機酸化物微粒子などを含有する場合には、得られるハードコート層の屈折
率を調整することができる。
【００８１】
　この組成物をアクリル系樹脂フィルム２５の上に塗布したのち、乾燥することにより、
活性エネルギー線硬化性化合物を含有する層を形成することができる。塗布は、例えばマ
イクログラビアコート法、ロールコート法、ディッピングコート法、スピンコート法、ダ
イコート法、キャスト転写法、フローコート法、スプレーコート法といった通常の方法に
より行うことができる。
【００８２】
　その後、活性化エネルギー線を照射することにより、基材の表面に形成された層を構成
する活性エネルギー線硬化性化合物が硬化して、目的とするハードコート層を得る。活性
エネルギー線としては、例えば電子線、紫外線、可視光線などが挙げられ、使用する活性
エネルギー線硬化性化合物の種類に応じて適宜選択される。活性エネルギー線は、通常の
ハードコート層の形成におけると同様に照射すればよい。照射する活性エネルギー線の強
度、照射時間などは、用いる硬化性化合物の種類、硬化性化合物を含有する層の厚みなど
に応じて適宜選択される。活性エネルギー線は、不活性ガス雰囲気中で照射してもよい。
窒素雰囲気中で活性エネルギー線を照射するには、例えば不活性ガスでシールした容器の
中で活性エネルギー線照射を行えばよく、不活性ガスとしては、窒素ガス、アルゴンガス
などが使用できる。さらに、ハードコート層の表面には、後述する反射防止層や低反射層
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を形成することも有用である。この場合の反射防止層や低反射層は、ハードコート層の表
面に単層や複層積層することができる。
【００８３】
　［防眩層］
　防眩層は、光を散乱して反射させることで、外光の映り込みを防止するための層である
。防眩層としては、公知の物を適宜採用することができる。本実施形態では、防眩層とし
て、表面に微細凹凸形状を有しており、透光性樹脂中に１種類以上の透光性微粒子を含む
樹脂組成物を用いて形成している。より具体的には、このような防眩層は、例えば、フィ
ラーとしての透光性微粒子を分散させた透光性樹脂溶液をアクリル系樹脂フィルム２５の
上に塗布し、塗布膜厚を調整することで透光性微粒子の部分が凸となるようにすることで
形成する。なお、本発明において、「透光性」とは、物質内部での散乱の有無を問わず、
光がほぼ透過できることを意味する。
【００８４】
　［［透光性微粒子］］
　透光性微粒子は、その粒径が０．５～５μｍ、透光性樹脂との屈折率の差が０．０２～
０．２であることが好ましい。また、透光性微粒子は、透光性樹脂１００重量部に対して
、３重量部以上３０重量部以下の割合で配合されることが好ましい。防眩層のヘイズは、
５～５０％が好ましい。なお、防眩層のヘイズは、ＪＩＳ　Ｋ　７３６１に準じた方法に
より測定される。
【００８５】
　透光性微粒子としては、シリカ系微粒子又は樹脂微粒子を挙げることができる。このう
ち、比重が透光性樹脂と近く沈降し難いこと、表面自由エネルギーが小さく比較的分散さ
せやすいことから、樹脂微粒子を使用することが好ましい。樹脂微粒子としては、メラミ
ンビーズ（屈折率１．５７）、ポリメタクリル酸メチルビーズ（屈折率１．４９）、メタ
クリル酸メチル／スチレン共重合体樹脂ビーズ（屈折率１．５０～１．５９）、ポリエチ
レンビーズ（屈折率１．５３）、ポリカーボネートビーズ、ポリエチレンビーズ、ポリス
チレンビーズ、塩化ビニルビーズなどが用いられる。これらの樹脂微粒子の粒径は、前述
のように０．５～５μｍのものを適宜選択して使用する。また、シリカ系微粒子としては
、凝集性シリカを挙げることができる。凝集性シリカは、コロイド状のシリカ粒子が数十
から数百個凝集したものである。シリカ粒子径は３０ｎｍ以下、好ましくは５～２５ｎｍ
程度であり、凝集した状態の粒子径が１～５μｍ程度である。
【００８６】
　透光性微粒子と透光性樹脂との屈折率の差は０．０２～０．２であることが好ましく、
さらに好ましくは、０．０４～０．１である。屈折率差が０．０２未満の場合は、両者の
屈折率の差が小さすぎて、十分な光拡散効果が得られにくい。また、屈折率差が０．２よ
りも大きい場合は、光拡散能が高くなりすぎてアクリル系樹脂フィルム２５全体が白化し
てしまうため好ましくない。
【００８７】
　透光性微粒子の粒径は０．５～５μｍが好ましく、更に好ましくは１～４μｍである。
透光性微粒子の粒径が０．５μｍ未満の場合は、透光性樹脂に添加すべき透光性微粒子の
添加量を大幅に増加しないと、光拡散効果が得られにくいばかりか、防眩層の表面におけ
る凹凸も形成されにくく、十分な防眩効果が得られにくい。また、透光性微粒子の粒径が
５μｍ以上の場合は、防眩層の表面形状が粗くなり、ヘイズ値が大幅に上昇してしまうた
め好ましくない。
【００８８】
　透光性樹脂１００重量部に対する透光性微粒子の添加量は、３～３０重量部が好ましく
、より好ましくは５～２０重量部である。添加量が３重量部未満の場合には、十分な光拡
散効果が得られにくい。また、添加量が３０重量部を超える場合には、アクリル系樹脂フ
ィルム２５の全体が白化してしまうという問題が発生するため好ましくない。
【００８９】
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　上記のように透光性微粒子の屈折率、粒径、配合量を規定することで、防眩層のヘイズ
が高い領域でも、透過鮮明度を低下させることなく、表面のギラツキを防止することがで
き、さらにはヘイズが低い領域でも、高透過鮮明度を維持した状態でギラツキを防止する
ことができる。
【００９０】
　透光性微粒子を透光性樹脂に配合した際に、樹脂組成物の粘度に依存して透光性微粒子
が沈降する場合がある。この場合、沈降防止剤としてシリカなどの無機フィラーを添加す
ることも有効である。なお、無機フィラーは添加量の増大とともに顕著な沈降防止効果を
発現するが、防眩層の透明性が著しく低下する。このため、無機フィラーの粒径を０．５
μｍ以下とし、０．１重量％以下の分量を配合することが好ましい。
【００９１】
　［［透光性樹脂］］
　透光性微粒子を分散させる透光性樹脂としては、紫外線硬化性樹脂、熱硬化性樹脂、電
子線硬化性樹脂などを用いることができるが、生産性の観点から紫外線硬化性樹脂が好ま
しく使用される。紫外線硬化性樹脂は市販されているものを用いることができる。例えば
、トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート
等の多官能アクリレート系化合物の単独又は２種以上と、「イルガキュアー９０７」、「
イルガキュアー　１８４」（以上、チバ・スペシャルティー・ケミカルズ社製）、「ルシ
リン　ＴＰＯ」（ＢＡＳＦ社製）等の光重合開始剤との混合物を紫外線硬化性樹脂とする
ことができる。このような紫外線硬化性樹脂に透光性微粒子を分散した後、この樹脂組成
物を樹脂基材フィルム上に塗布し、紫外線を照射することにより、透光性樹脂中に透光性
微粒子が分散された、防眩層を形成することができる。
【００９２】
　ここで、多官能アクリレート系化合物とは、分子中に少なくとも２個のアクリロイルオ
キシ基又はメタクリロイルオキシ基を有する化合物であり、具体的には、エチレングリコ
ールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオール
ジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリ
アクリレート、トリメチロールエタントリアクリレート、テトラメチロールメタントリア
クリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、ペンタグリセロールトリアク
リレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリ
レート、グリセリントリアクリレート、ジペンタエリスリトールトリアクリレート、ジペ
ンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、
ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、トリス（アクリロイルオキシエチル）イソ
シアヌレート；エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリ
レート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタク
リレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールエタントリメタ
クリレート、テトラメチロールメタントリメタクリレート、テトラメチロールメタンテト
ラメタクリレート、ペンタグリセロールトリメタクリレート、ペンタエリスリトールトリ
メタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、グリセリントリメタクリ
レート、ジペンタエリスリトールトリメタクリレート、ジペンタエリスリトールテトラメ
タクリレート、ジペンタエリスリトールペンタメタクリレート、ジペンタエリスリトール
ヘキサメタクリレート、トリス（メタクリロイルオキシエチル）イソシアヌレート；ホス
ファゼン化合物のホスファゼン環にアクリロイルオキシ基又はメタクリロイルオキシ基が
導入されたホスファゼン系アクリレート化合物又はホスファゼン系メタクリレート化合物
；分子中に少なくとも２個のイソシアネート基を有するポリイソシアネートと少なくとも
１個のアクリロイルオキシ基又はメタクリロイルオキシ基及び水酸基を有するポリオール
化合物との反応により得られるウレタンアクリレート化合物やウレタンメタクリレート化
合物、分子中に少なくとも２個のカルボン酸ハロゲン化物と少なくとも１個のアクリロイ
ルオキシ基又はメタクリロイルオキシ基及び水酸基を有するポリオール化合物との反応に
より得られるポリエステルアクリレート化合物、ポリエステルメタクリレート化合物；並
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びに、上記各化合物の２量体、３量体などのようなオリゴマーなどが挙げられる。これら
の化合物はそれぞれ単独又は２種以上を混合して用いられる。
【００９３】
　なお、上記の多官能（メタ）アクリレートの他に、硬化時の樹脂固形分に対して、好ま
しくは１０．０重量％以下の、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ヒドロキ
シブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アク
リレート、グリシジル（メタ）アクリレート等の中から選択される少なくとも１種の単官
能（メタ）アクリレートを配合しても良い。
【００９４】
　また、紫外線硬化性樹脂には、硬度を調整する目的で重合性オリゴマーを添加すること
ができる。このようなオリゴマーとしては、末端（メタ）アクリレートポリメチルメタク
リレート、末端スチリルポリ（メタ）アクリレート、末端（メタ）アクリレートポリスチ
レン、末端（メタ）アクリレートポリエチレングリコール、末端（メタ）アクリレートア
クリロニトリル－スチレン共重合体、末端（メタ）アクリレートスチレン－メチル（メタ
）アクリレート共重合体などのマクロモノマーを挙げることができる。その含有量は組成
物の硬化時の固形分に対して、好ましくは５．０～５０．０重量％である。
【００９５】
　また、一般に紫外線硬化性樹脂の屈折率は約１．５で、ガラスと同程度であるが、上記
透光性微粒子の屈折率との比較において、用いる樹脂の屈折率が低い場合には、該透光性
樹脂に、屈折率の高い微粒子であるＴｉＯ２（屈折率；２．３～２．７）、Ｙ２Ｏ３（屈
折率；１．８７）、Ｌａ２Ｏ３（屈折率；１．９５）、ＺｒＯ２（屈折率；２．０５）、
Ａｌ２Ｏ３（屈折率；１．６３）等を塗膜の拡散性を保持できる程度に加えて、屈折率を
上げて調整することができる。
【００９６】
　このような紫外線硬化性樹脂は、溶剤と混合された状態の溶液として用いてもよい。紫
外線硬化性樹脂又はその溶液は、ハードコート剤として市販されているものであってもよ
い。市販のハードコート剤として具体的には、「ＮＫハードＭ１０１」（新中村化学（株
）製、ウレタンアクリレート化合物）、「ＮＫエステルＡ－ＴＭＭ－３Ｌ」（新中村化学
（株）製、テトラメチロールメタントリアクリレート）、「ＮＫエステルＡ－９５３０」
（新中村化学（株）製、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート）、「ＫＡＹＡＲＡ
Ｄ　ＤＰＣＡシリーズ」（日本化薬（株）製、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト化合物の誘導体）、「アロニックスＭ－８５６０」（東亜合成（株）製、ポリエステル
アクリレート化合物）、「ニューフロンティアＴＥＩＣＡ」（第一工業製薬（株）製、ト
リス（アクリロイルオキシエチル）イソシアヌレート）、「ＰＰＺ」（共栄社化学（株）
製、ホスファゼン系メタクリレート化合物）などが例示される。
【００９７】
　また、塗布を容易にする観点から、紫外線硬化性樹脂は適当な溶剤で希釈されているこ
とが好ましい。溶剤としては、上述したハードコート層で挙げたものと同じ有機溶剤を用
いることができる。溶剤の沸点も同様に、７０℃～２００℃の範囲が好ましい。
【００９８】
　紫外線硬化性樹脂を含有する組成物は重合開始剤を含有していてもよい。重合開始剤と
して光重合開始剤が用いられる。光重合開始剤も、上述したハードコート層で挙げたもの
と同じ化合物を用いることができる。
【００９９】
　光重合開始剤の使用量は、紫外線硬化性樹脂１００重量部あたり０．１重量部以上であ
る。０．１重量部未満であると光重合開始剤を使用しない場合と比較して硬化速度が大き
くなりにくい傾向にある。なお、光重合開始剤の使用量の上限は、紫外線硬化性樹脂１０
０重量部あたり１０重量部程である。
【０１００】
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　紫外線硬化性樹脂を含有する組成物は、帯電防止剤を含有していてもよい。帯電防止剤
を含有することにより、帯電防止性能や制電性能を有する防眩層を得ることができる。帯
電防止剤としては、上述したハードコート層で挙げた帯電防止剤を用いることができる。
【０１０１】
　上記によって得られた紫外線硬化性樹脂組成物に透光性微粒子を分散することで、目的
とする防眩層形成用塗工液を得ることができる。透光性微粒子を紫外線硬化性樹脂に分散
するタイミングや分散方法は特に限定されない。
【０１０２】
　この防眩層形成用塗工液をアクリル系樹脂フィルム２５の上に塗布したのち、乾燥する
ことにより、防眩層を形成することができる。塗布は、通常の方法、例えばマイクログラ
ビアコート法、ロールコート法、ディッピングコート法、スピンコート法、ダイコート法
、キャスト転写法、フローコート法、スプレーコート法などの方法により行うことができ
る。
【０１０３】
　その後、紫外線を照射することにより紫外線硬化性樹脂を硬化させ、防眩層を得る。照
射する紫外線の強度、照射時間などは、用いる硬化性化合物の種類、硬化性化合物を含有
する層の厚みなどに応じて適宜選択される。紫外線は、不活性ガス雰囲気中で照射しても
よい。窒素雰囲気中で紫外線を照射するには、例えば不活性ガスでシールした容器の中で
活性化エネルギー線照射を行えばよく、不活性ガスとしては、窒素ガス、アルゴンガスな
どが使用できる。
【０１０４】
　防眩層のヘイズは、５～５０％の範囲内とされる。防眩層のヘイズは、ＪＩＳ　Ｋ　７
３６１に準じた方法により測定される。防眩層の厚みは、防眩層のヘイズが当該範囲内と
なるように適宜調整し得るものであるが、２μｍ～２０μｍであることが好ましい。防眩
層の厚みが２μｍ未満であると、十分な防眩効果が得られない。また、２０μｍより厚く
なると、割れやすくなったり、防眩層の硬化収縮により防眩層がカールして生産性が低下
したりする傾向がある。また、防眩層の厚みは、一般的には、分散される透光性微粒子の
重量平均粒子径に対して８５％以上であることが好ましく、より好ましくは１００％以上
である。防眩層の厚みが透光性微粒子の重量平均粒子径の８５％を下回る場合にはヘイズ
が大きくなりすぎて視認性が低下する傾向がある。
【０１０５】
　防眩層は、その最表面、すなわち凹凸面側に低反射層を有していてもよい。低反射層が
ない状態でも、十分な防眩機能を発揮するが、最表面に低反射層を設けることにより、防
眩性をさらに向上させることができる。低反射層としては、後述したものを適用すること
ができる。
【０１０６】
　［反射防止層・低反射層］
　反射防止層は、一般に、防汚性層でもある低屈折率層、及び低屈折率層より高い屈折率
を有する少なくとも一つの層（すなわち、高屈折率層又は中屈折率層）を、アクリル系樹
脂フィルム２５の表面に設けることで形成される。
【０１０７】
　屈折率の異なる無機化合物（金属酸化物等）の透明薄膜を積層させた多層膜を製造する
方法として、化学蒸着（ＣＶＤ）法、物理蒸着（ＰＶＤ）法、金属アルコキシド等の金属
化合物のゾル／ゲル方法でコロイド状金属酸化物粒子皮膜を形成後に後処理（紫外線照射
：特開平９－１５７８５５号公報、プラズマ処理：特開２００２－３２７３１０号公報）
して薄膜を形成する方法などが挙げられる。
【０１０８】
　一方、生産性が高い反射防止層として、無機粒子をマトリックスに分散されてなる薄膜
を積層塗設した反射防止層が各種提案されている。また、このような塗布による反射防止
層の最上層表面に微細な凹凸形状を形成して防眩性を付与した反射防止層も提案されてい
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る。
【０１０９】
　低反射膜は、基材となるアクリル系樹脂フィルム２５よりも屈折率の低い低屈折率材料
で形成された層である。そのような低屈折率材料として、具体的には、フッ化リチウム（
ＬｉＦ）、フッ化マグネシウム（ＭｇＦ２）、フッ化アルミニウム（ＡｌＦ３）、氷晶石
（３ＮａＦ・ＡｌＦ３又はＮａ３ＡｌＦ６）等の無機材料微粒子を、アクリル系樹脂やエ
ポキシ系樹脂等に含有させた無機系低反射材料；フッ素系又はシリコーン系の有機化合物
、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、紫外線硬化性樹脂等の有機系低反射材料を挙げることが
できる。
【０１１０】
　［防汚層等］
　防汚性、耐水性、耐薬品性、滑り性等の特性を付与する目的で、上述したハードコート
層を形成する樹脂組成物に公知のシリコーン系あるいはフッ素系の防汚剤、滑り剤等を適
宜添加することもできる。これらの添加剤を添加する場合には低ｎ層全固形分の０．０１
～２０質量％の範囲で添加されることが好ましく、より好ましくは０．０５～１０質量％
の範囲で添加される場合であり、特に好ましくは０．１～５質量％の場合である。
【０１１１】
　［防塵層・帯電防止層］
　防塵性、帯電防止性を付与する目的で、上述したハードコート層を形成する樹脂組成物
に公知のカチオン系界面活性剤あるいはポリオキシアルキレン系化合物のような防塵剤、
帯電防止剤等を適宜添加することもできる。これら防塵剤や帯電防止剤は、前述したシリ
コーン系化合物やフッ素系化合物にその構造単位が機能の一部として含まれていてもよい
。これらを添加剤として添加する場合には、低ｎ層全固形分の０．０１～２０質量％の範
囲で添加することが好ましく、より好ましくは０．０５～１０質量％の範囲であり、特に
好ましくは０．１～５質量％である。
【０１１２】
　（３）偏光フィルム２１；
　続いて、偏光板２０を構成する他の層について説明する。偏光フィルム２１は、自然光
を直線偏光に変換する機能を有する部材である。偏光フィルム２１としては、一軸延伸さ
れたポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させたものを用いるこ
とができる。ポリビニルアルコール系樹脂としては、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化した
ものを用いることができ、ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であ
るポリ酢酸ビニルのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体など
が例示される。酢酸ビニルに共重合可能な他の単量体としては、例えば、不飽和カルボン
酸類、オレフィン類、ビニルエーテル類、不飽和スルホン酸類、アンモニウム基を有する
アクリルアミド類などが挙げられる。
【０１１３】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、通常８５～１００モル％程度であり、好ま
しくは９８モル％以上である。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例
えば、アルデヒド類で変性されたポリビニルホルマールやポリビニルアセタールなども使
用し得る。ポリビニルアルコール系樹脂の重合度は、通常１，０００～１０，０００程度
であり、好ましくは１，５００～５，０００程度である。
【０１１４】
　このようなポリビニルアルコール系樹脂を製膜したものが、偏光フィルム２１の原反フ
ィルムとして用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂を製膜する方法は、特に限定され
るものではなく、公知の方法で製膜することができる。ポリビニルアルコール系原反フィ
ルムの厚みは特に限定されないが、例えば５～１５０μｍ程度である。
【０１１５】
　偏光フィルム２１は、通常、このようなポリビニルアルコール系樹脂フィルムを一軸延
伸する工程、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することにより二
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色性色素を吸着させる工程、二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂フィル
ムをホウ酸水溶液で処理する工程、ホウ酸水溶液による処理後に水洗する工程、を経て製
造される。
【０１１６】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素による染色の前、染色
と同時、又は染色の後に行うことができる。一軸延伸を染色の後で行う場合には、この一
軸延伸は、ホウ酸処理の前に行ってもよいし、ホウ酸処理中に行ってもよい。もちろん、
ここに示した複数の段階で一軸延伸を行うこともできる。一軸延伸には、周速度の異なる
ロール間で一軸に延伸する方法や、熱ロールを用いて一軸に延伸する方法などが採用でき
る。また、一軸延伸は、大気中で延伸を行う乾式延伸であってもよいし、水等の溶剤を用
い、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤させた状態で延伸を行う湿式延伸であっ
てもよい。延伸倍率は、通常３～８倍程度である。
【０１１７】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの延伸方向は、長尺状の偏光フィルム２１の長手
方向に平行な方向としている。このため、偏光フィルム２１の吸収軸は、ポリビニルアル
コール系樹脂フィルムの延伸方向、すなわち長尺状の偏光フィルム２１の長手方向に平行
な方向となる。
【０１１８】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの二色性色素による染色は、例えば、二色性色素
を含有する水溶液にポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬する方法により行うこと
ができる。二色性色素として、具体的にはヨウ素や二色性染料が用いられる。なお、ポリ
ビニルアルコール系樹脂フィルムは、染色処理の前に水に浸漬して膨潤させる処理を施し
ておくことが好ましい。
【０１１９】
　二色性色素としてヨウ素を用いる場合は、通常、ヨウ素及びヨウ化カリウムを含有する
水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。
この水溶液におけるヨウ素の含有量は、水１００重量部あたり、通常０．０１～１重量部
程度であり、ヨウ化カリウムの含有量は、水１００重量部あたり、通常０．５～２０重量
部程度である。染色に用いる水溶液の温度は、通常２０～４０℃程度である。また、この
水溶液への浸漬時間（染色時間）は、通常２０～１，８００秒程度である。
【０１２０】
　一方、二色性色素として二色性染料を用いる場合は、通常、水溶性二色性染料を含む水
溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。こ
の水溶液における二色性染料の含有量は、水１００重量部あたり、通常１×１０－４～１
０重量部程度であり、好ましくは１×１０－３～１重量部程度である。この水溶液は、硫
酸ナトリウムなどの無機塩を染色助剤として含有していてもよい。染色に用いる二色性染
料水溶液の温度は、通常２０～８０℃程度である。また、この水溶液への浸漬時間（染色
時間）は、通常１０～１，８００秒程度である。
【０１２１】
　二色性色素による染色後のホウ酸処理は、染色されたポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムをホウ酸含有水溶液に浸漬することにより行うことができる。ホウ酸含有水溶液にお
けるホウ酸の含有量は、水１００重量部あたり、通常２～１５重量部程度であり、好まし
くは５～１２重量部程度である。二色性色素としてヨウ素を用いる場合、このホウ酸含有
水溶液はヨウ化カリウムを含有することが好ましい。ホウ酸含有水溶液におけるヨウ化カ
リウムの含有量は、水１００重量部あたり、通常０．１～１５重量部程度であり、好まし
くは５～１２重量部程度である。ホウ酸含有水溶液への浸漬時間は、通常６０～１，２０
０秒程度であり、好ましくは１５０～６００秒程度、更に好ましくは２００～４００秒程
度である。ホウ酸含有水溶液の温度は、通常５０℃以上であり、好ましくは５０～８５℃
、より好ましくは６０～８０℃である。
【０１２２】
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　ホウ酸処理後のポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、通常、水洗処理される。水洗
処理は、例えば、ホウ酸処理されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムを水に浸漬する
ことにより行うことができる。水洗処理における水の温度は、通常５～４０℃程度であり
、浸漬時間は、通常１～１２０秒程度である。
【０１２３】
　水洗後は乾燥処理が施されて、偏光フィルム２１が得られる。乾燥処理は、熱風乾燥機
や遠赤外線ヒーターを用いて行うことができる。乾燥処理の温度は、通常３０～１００℃
程度であり、好ましくは５０～８０℃である。乾燥処理の時間は、通常６０～６００秒程
度であり、好ましくは１２０～６００秒である。
【０１２４】
　こうしてポリビニルアルコール系樹脂フィルムに、一軸延伸、二色性色素による染色と
ホウ酸処理が施され、偏光フィルム２１が得られる。偏光フィルム２１の厚みは、例えば
２～４０μｍ程度とすることができる。
【０１２５】
　偏光フィルム２１は、ロール状に巻かれた状態で保管される。使用時には、ロール状に
巻かれた状態から、長尺状に繰り出して用いられる。偏光フィルム２１の吸収軸は、長尺
状の偏光板２０の長手方向、すなわちポリビニルアルコール系樹脂フィルムの延伸方向と
平行な方向である。
【０１２６】
　（４）接着剤層２８；
　偏光フィルム２１への内側樹脂フィルム２３とアクリル系樹脂フィルム２５の貼合は、
通常、接着剤層２８を介してなされる。偏光フィルム２１の両面に設けられる接着剤層２
８を形成する接着剤は、同種であってもよく、異種であってもよい。
【０１２７】
　接着剤としては、エポキシ系樹脂、ウレタン系樹脂、シアノアクリレート系樹脂、アク
リルアミド系樹脂などを接着剤成分とする接着剤を用いることができる。好ましく用いら
れる接着剤の１つは、無溶剤型の接着剤である。無溶剤型の接着剤は、有意量の溶剤を含
まず、加熱や活性エネルギー線（例えば、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線等）の照射によ
り反応硬化する硬化性化合物（モノマー又はオリゴマーなど）を含み、当該硬化性化合物
の硬化により接着剤層２８を形成するものであり、典型的には、加熱や活性エネルギー線
の照射により反応硬化する硬化性化合物と、重合開始剤とを含む。特に、内側樹脂フィル
ム２３やアクリル系樹脂フィルム２５がポリプロピレン系樹脂からなる場合、ポリプロピ
レン系樹脂フィルムは透湿度が低いため、水系接着剤を使用した場合に水抜けが悪く、接
着剤の水分によって偏光フィルム２１の損傷や偏光性能の劣化などを引き起こす場合があ
る。したがって、このような透湿度の低い樹脂フィルムを接着する場合には、無溶剤系の
接着剤が好ましい。
【０１２８】
　速硬化性及びこれに伴う第１の偏光板２０の生産性向上の観点から、接着剤層２８を形
成する好ましい接着剤の例として、活性エネルギー線の照射で硬化する活性エネルギー線
硬化性接着剤を挙げることができる。このような活性エネルギー線硬化性接着剤の例とし
て、例えば、紫外線や可視光などの光エネルギーで硬化する光硬化性接着剤が挙げられる
。光硬化性接着剤としては、反応性の観点から、カチオン重合で硬化するものが好ましく
、特に、エポキシ化合物を硬化性化合物とする無溶剤型のエポキシ系接着剤は、偏光フィ
ルム２１と内側樹脂フィルム２３やアクリル系樹脂フィルム２５との接着性に優れている
ためより好ましい。
【０１２９】
　上記無溶剤型のエポキシ系接着剤に含有される硬化性化合物であるエポキシ化合物とし
ては、特に制限されないが、カチオン重合により硬化するものが好ましい。特に、耐候性
や屈折率などの観点から、分子内に芳香環を含まないエポキシ化合物を用いることがより
好ましい。このような分子内に芳香環を含まないエポキシ化合物として、芳香族エポキシ
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化合物の水素化物、脂環式エポキシ化合物、脂肪族エポキシ化合物などが例示できる。な
お、硬化性化合物であるエポキシ化合物は、通常、分子内に２個以上のエポキシ基を有す
る。
【０１３０】
　未硬化のエポキシ系接着剤からなる接着剤層２８を介して偏光フィルム２１に内側樹脂
フィルム２３やアクリル系樹脂フィルム２５を貼合した後は、活性エネルギー線を照射す
るか、又は加熱することにより、接着剤層２８を硬化させ、偏光フィルム２１上に内側樹
脂フィルム２３やアクリル系樹脂フィルム２５を固着させる。活性エネルギー線の照射に
より硬化させる場合、好ましくは紫外線が用いられる。具体的な紫外線光源としては、低
圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、ブラックライトランプ、メタルハライドランプなど
を挙げることができる。活性エネルギー線、例えば紫外線の照射強度や照射量は、カチオ
ン重合開始剤を十分に活性化させ、かつ硬化後の接着剤層２８や偏光フィルム２１などの
フィルムに悪影響を与えないように適宜選択される。また、加熱により硬化させる場合は
、一般的に知られた方法で加熱することができ、そのときの温度や時間も、カチオン重合
開始剤を十分に活性化させ、かつ硬化後の接着剤層２８や偏光フィルム２１などのフィル
ムに悪影響を与えないように適宜選択される。
【０１３１】
　以上のようにして得られる、硬化後のエポキシ系接着剤からなる接着剤層２８の厚みは
、通常５０μｍ以下、好ましくは２０μｍ以下、更に好ましくは１０μｍ以下であり、ま
た通常は１μｍ以上である。
【０１３２】
　また、接着剤として、接着剤層２８を薄くする観点から、水系接着剤、すなわち、接着
剤成分を水に溶解した、又は接着剤成分を水に分散させた接着剤を用いることもできる。
例えば、主成分としてポリビニルアルコール系樹脂又はウレタン樹脂を用いた水系組成物
が、好ましい水系接着剤として挙げられる。
【０１３３】
　各フィルムを貼合する方法としては、従来公知の方法を用いることができる。例えば、
流延法、マイヤーバーコート法、グラビアコート法、カンマコーター法、ドクターブレー
ド法、ダイコート法、ディップコート法、噴霧法などにより、偏光フィルム２１及び／又
はこれに貼合されるフィルムの接着面に接着剤を塗布し、両者を重ね合わせる方法が挙げ
られる。流延法とは、被塗布物であるフィルムを、概ね垂直方向、概ね水平方向、又は両
者の間の斜め方向に移動させながら、その表面に接着剤を流下して拡布させる方法である
。
【０１３４】
　各フィルムの接着表面には、接着性を向上させるために、プラズマ処理、コロナ処理、
紫外線照射処理、フレーム（火炎）処理、ケン化処理などの表面活性化処理を適宜施して
もよい。ケン化処理としては、水酸化ナトリウムや水酸化カリウムのようなアルカリの水
溶液に浸漬する方法が挙げられる。
【０１３５】
　水系接着剤を介して接合された積層体は、通常、乾燥処理が施され、接着剤層２８の乾
燥、硬化が行われる。乾燥処理は、例えば熱風を吹き付けることにより行うことができる
。乾燥温度は、通常４０～１００℃程度の範囲から選択され、好ましくは６０～１００℃
である。乾燥時間は、例えば２０～１，２００秒程度である。乾燥後の接着剤層２８の厚
みは、通常０．００１～５μｍ程度であり、好ましくは０．０１μｍ以上、また好ましく
は２μｍ以下、更に好ましくは１μｍ以下である。接着剤層２８の厚みが大きくなりすぎ
ると、第１の偏光板２０の外観不良となりやすい。
【０１３６】
　（５）内側樹脂フィルム２３；
　内側樹脂フィルム２３は、偏光フィルム２１の表面に貼合されるフィルムであり、液晶
パネルや液晶表示装置に要求される特性に応じて種々の性質を有するフィルムを採用する
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ことができる。内側樹脂フィルム２３の例としては、偏光板２０が楕円偏光板として使用
される場合には、例えば１／４波長板を備える位相差層が挙げられる。また、偏光板２０
が直線偏光板として使用される場合には、例えば光学補償機能を有する二軸性位相差フィ
ルムや、表面保護機能を有する無配向性フィルムなどを挙げることができる。
【０１３７】
　内側樹脂フィルム２３を構成する樹脂材料は特に限定されない。このような樹脂材料の
例としては、メタクリル酸メチル系樹脂等の（メタ）アクリル系樹脂〔（メタ）アクリル
系樹脂とは、メタクリル系樹脂又はアクリル系樹脂を意味する〕、オレフィン系樹脂、ポ
リ塩化ビニル系樹脂、セルロース系樹脂、スチレン系樹脂、アクリロニトリル・ブタジエ
ン・スチレン系共重合樹脂、アクリロニトリル・スチレン系共重合樹脂、ポリ酢酸ビニル
系樹脂、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリアセタール系樹脂、ポリカ
ーボネート系樹脂、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリエステル系樹脂（例えば、
ポリブチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレンテレフタレート系樹脂等）、ポリスル
ホン系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリアミドイミド系
樹脂、ポリイミド系樹脂、エポキシ系樹脂、オキセタン系樹脂を挙げることができる。こ
れらの樹脂は、透明性や偏光フィルム２１との接着性を阻害しない範囲で、添加物を含有
することができる。
【０１３８】
　上述した樹脂材料は、任意の方法で製膜し、必要に応じて延伸処理することで、内側樹
脂フィルム２３にすることができる。製膜方法としては、例えば、溶融樹脂からの押出成
形法、有機溶剤に溶解させた樹脂を平板上に流延し、溶剤を除去して製膜する溶剤キャス
ト法などが挙げられる。
【０１３９】
　得られたフィルムは、未延伸のまま用いられることもあるが、必要に応じて延伸処理が
施されてもよい。延伸処理としては、機械流れ方向に延伸する一軸延伸、一軸延伸に加え
て機械流れ方向に直交する方向に延伸する二軸延伸、機械流れ方向と斜交する方向に延伸
する斜め延伸などが挙げられる。二軸延伸の場合、延伸の順序は逐次又は同時のいずれで
あってもよい。
【０１４０】
　内側樹脂フィルム２３は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６に準処して測定されるガーレ法剛軟度
が３５０ｍｇｆ以下であることが好ましく、２００ｍｇｆ以下であることがより好ましく
、更には１５０ｍｇｆ以下であることが一層好ましい。このように、剛軟度が小さい内側
樹脂フィルム２３を使用することにより、得られる偏光板２０の剛性が低減されるため、
液晶セルに貼合する際のハンドリング性を向上させることができる。なお、本明細書にお
いてガーレ法剛軟度は、上記と同じくＪＩＳ　Ｌ　１０９６に準処して測定される値であ
る。
【０１４１】
　内側樹脂フィルム２３の厚みは、通常、２０～２００μｍであり、好ましくは２０～１
２０μｍである。内側樹脂フィルム２３の厚みが２０μｍ未満であると、ハンドリング性
に劣る傾向にあり、厚みが２００μｍを超える場合にも、フィルムの剛性が高くなること
によってハンドリング性が低下することがある。
【０１４２】
　内側樹脂フィルム２３を構成する樹脂材料は、上述した樹脂材料を単独で用いてもよい
し、２種類以上を組み合わせて用いてもよい。また、これらの樹脂材料は、任意の適切な
ポリマー変性を行ってから用いることもできる。このポリマー変性としては、共重合、架
橋、分子末端変性、立体規則性制御、及び異種ポリマー同士の反応を伴う場合を含む混合
等の変性が挙げられる。
【０１４３】
　（６）粘着剤層２７；
　粘着剤層２７は、偏光板２０又はこれから所定形状に裁断された偏光板２０を液晶セル
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に貼合するために用いられる。粘着剤層２７を形成する粘着剤としては、例えば、アクリ
ル系ポリマー、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリエーテルなど
をベースポリマーとするものが挙げられる。なかでも、アクリル系ポリマーをベースポリ
マーとするアクリル系粘着剤は、光学的な透明性に優れ、適度の濡れ性や凝集力を保持し
、更に耐候性や耐熱性などに優れ、加熱や加湿の条件下でも、浮きや剥がれなどのセパレ
ート問題が生じにくいため、好ましく用いられる。
【０１４４】
　アクリル系粘着剤を構成するアクリル系ベースポリマーには、エステル部分が、メチル
基、エチル基、ブチル基、又は２－エチルヘキシル基のような炭素数２０以下のアルキル
基を有するアクリル酸アルキルエステルと、（メタ）アクリル酸や（メタ）アクリル酸２
－ヒドロキシエチルのような官能基含有（メタ）アクリル系モノマーとのアクリル系共重
合体が好ましく用いられる。このようなアクリル系共重合体を含む粘着剤層２７は、液晶
セルに貼合した後で何らかの不具合があって剥離する必要が生じた場合に、液晶セル表面
のガラス基板に糊残りなどを生じさせることなく、比較的容易に剥離することができる。
粘着剤に用いるアクリル系共重合体は、ガラス転移温度が２５℃以下であることが好まし
く、０℃以下であることがより好ましい。また、このアクリル系共重合体は、通常１０万
以上の重量平均分子量を有する。
【０１４５】
　粘着剤層２７を形成する粘着剤として、光拡散剤が分散された拡散粘着剤を用いること
もできる。光拡散剤は、粘着剤層２７に光拡散性を付与するためのものである。光拡散剤
は、粘着剤層２７を構成するベースポリマーと異なる屈折率を有する微粒子であればよく
、無機化合物からなる微粒子や有機化合物（ポリマー）からなる微粒子を用いることがで
きる。上記したようなアクリル系ベースポリマーを含めて、粘着剤層２７を構成するベー
スポリマーは１．４前後の屈折率を示すことが多いので、光拡散剤は、その屈折率が１～
２程度のものから適宜選択すればよい。粘着剤層２７を構成するベースポリマーと光拡散
剤との屈折率差は、通常０．０１以上であり、適用される液晶表示装置の明るさや視認性
を確保する観点からは、０．０１以上０．５以下であることが好ましい。光拡散剤として
用いる微粒子は、球形のもの、それも単分散に近いものが好ましく、平均粒径が２～６μ
ｍ程度の微粒子が好適に用いられる。
【０１４６】
　無機化合物からなる微粒子としては、例えば、酸化アルミニウム（屈折率１．７６）、
酸化ケイ素（屈折率１．４５）などを挙げることができる。また、有機化合物（ポリマー
）からなる微粒子としては、例えば、メラミン樹脂ビーズ（屈折率１．５７）、ポリメタ
クリル酸メチルビーズ（屈折率１．４９）、メタクリル酸メチル／スチレン共重合体樹脂
ビーズ（屈折率１．５０～１．５９）、ポリカーボネートビーズ（屈折率１．５５）、ポ
リエチレンビーズ（屈折率１．５３）、ポリスチレンビーズ（屈折率１．６）、ポリ塩化
ビニルビーズ（屈折率１．４６）、シリコーン樹脂ビーズ（屈折率１．４６）などが挙げ
られる。
【０１４７】
　光拡散剤の配合量は、それが分散される粘着剤層２７に必要とされるヘイズ値や、それ
が適用される液晶表示装置の明るさなどを考慮して適宜決められるが、通常、粘着剤層２
７を構成するベースポリマー１００重量部に対して３～３０重量部程度である。
【０１４８】
　光拡散剤が分散された粘着剤層２７のＪＩＳ　Ｋ　７３６１に従って測定されるヘイズ
値は、適用される液晶表示装置の明るさを確保するとともに、表示像のにじみやボケを生
じにくくする観点から、２０～８０％の範囲とすることが好ましい。
【０１４９】
　透明な粘着剤又は拡散粘着剤を構成する各成分（ベースポリマー、光拡散剤、架橋剤な
ど）は、酢酸エチルなどの適当な溶剤に溶かして粘着剤組成物とされる。ただし、光拡散
剤などの溶剤に溶けない成分は、分散された状態となる。この粘着剤組成物を内側樹脂フ
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ィルム２３上に塗布し、乾燥させることにより、粘着剤層２７を形成することができる。
【０１５０】
　偏光板２０に帯電する静電気を除電するために、粘着剤層２７は帯電防止性を有するこ
とが好ましい。偏光板２０は、必要に応じて粘着剤層２７上にセパレートフィルムが積層
されるが、このセパレートフィルムを剥離して液晶セルに貼合するときなどに、静電気を
帯びることがある。このとき、粘着剤層２７が帯電防止性を有していると、その静電気が
速やかに除電され、液晶セルの表示回路が破壊されたり、液晶分子が配向を乱されたりす
ることが抑制される。
【０１５１】
　粘着剤層２７に帯電防止性を付与する方法としては、例えば、粘着剤組成物に、金属微
粒子、金属酸化物微粒子、又は金属等をコーティングした微粒子等を含有させる方法、電
解質塩とオルガノポリシロキサンとからなるイオン導電性組成物を含有させる方法、有機
塩系の帯電防止剤を配合する方法などが挙げられる。求められる帯電防止性の保持時間は
、一般的な偏光板２０の製造、流通及び保管期間の観点から、最低６ヶ月程度である。
【０１５２】
　粘着剤層２７は、接着剤層２８を硬化させるため、活性エネルギー線を通す場合がある
。そのため、活性エネルギー線の該当スペクトル領域に高透過率を有することが好ましい
。なお、活性エネルギー線の照射により粘着剤としての諸特性が変化しないことが好まし
い。
【０１５３】
　粘着剤層２７は、例えば、温度２３℃、相対湿度６５％の環境下で３～２０日程度熟成
され、架橋剤の反応を十分に進行させた後、液晶セルへの貼合に供される。
【０１５４】
　粘着剤層２７の厚みは、その接着力などに応じて適宜決定されるが、通常、１～４０μ
ｍ程度である。加工性や耐久性などの特性を損なうことなく、薄型の偏光板２０を得るた
めには、粘着剤層２７の厚みは３～２５μｍ程度とすることが好ましい。また、光拡散剤
が分散された粘着剤層２７を用いる場合、粘着剤層２７の厚みをこの範囲とすることによ
り、液晶表示装置を正面から見た場合や斜めから見た場合の明るさを保ち、表示像のにじ
みやボケを生じにくくすることができる。
【０１５５】
　＜液晶パネル及び液晶表示装置＞
　次に、アクリル系樹脂フィルム２５やこれを用いた偏光板２０を使用した液晶パネルと
液晶表示装置について説明する。図４は、偏光板２０を使用した液晶パネル２及びこれを
適用した液晶表示装置１の基本的な層構成の一例を示す概略断面図である。この図に示す
ように、偏光板２０は、液晶セル４０に貼合され、液晶パネル２の構成部品として用いら
れる。液晶パネル２は、液晶表示装置１の構成部材となる。液晶パネル２は、液晶セル４
０と、液晶セル４０の視認側に貼合された偏光板２０と、液晶セル４０の背面側に貼合さ
れた偏光板３０とにより構成されている。液晶表示装置１は、液晶パネル２と、バックラ
イト１０と、光拡散板５０とにより構成される。液晶表示装置１において、液晶パネル２
は、偏光板３０がバックライト１０側となるように配置される。偏光板２０と偏光板３０
は、それぞれ粘着剤層を介して液晶セル４０に貼合されている。ここで、背面側とは、液
晶パネル２を液晶表示装置１に搭載した際のバックライト１０側を意味する。また、視認
側とは、液晶パネル２を液晶表示装置１に搭載した際のバックライト１０とは反対側を意
味する。
【０１５６】
　液晶セル４０は、ガラス基板の間に液晶物質を封入したセルを電気的に制御することで
、画像を表示させる素子である。より詳細には、液晶セル４０は、図示しない表示制御部
からの電気的制御により液晶物質の分子配向を変化させることで、液晶セル４０の背面側
に配置した偏光板２０により偏光化されたバックライト１０の光の偏光状態を変化させ、
液晶セル４０の視認側に配置した偏光板３０を透過する光の光量を制御することによって
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画像を表示させる。液晶セル４０のモードは特に制限されないが、例えばＶＡモード、Ｉ
ＰＳモード、ＴＮモード、ＳＴＮモード、ＯＣＢモード、ＡＳＭモードなどを使用するこ
とができる。
【０１５７】
　液晶パネル２や液晶表示装置１は、公知の方法で製造することができる。液晶パネル２
の製造方法としては、ロール状に巻かれた長尺状の偏光板２０や偏光板３０を枚葉に切り
出し、液晶セル４０に貼合することで製造することができる。
【０１５８】
　バックライト１０は、液晶セル４０を照明するための装置である。バックライト１０の
種類としては、エッジライト式や直下型方式などが挙げられる。エッジライト式のバック
ライト１０は、側面に配置した冷陰極管やＬＥＤなどの光源から導光板を通じて液晶セル
４０に光を照射する。また、直下型方式のバックライト１０では、液晶セル４０の背面側
に光源を配置して液晶セル４０に光を照射する。バックライト１０の種類は、液晶表示装
置１の用途に応じたものを適宜採用することができる。
【０１５９】
　光拡散板５０は、バックライト１０からの光を拡散させる機能を有する光学部材であっ
て、例えば、熱可塑性樹脂に光拡散剤である粒子を分散させて光拡散性を付与したもの、
熱可塑性樹脂フィルムの表面に凹凸を形成して光拡散性を付与したもの、熱可塑性樹脂フ
ィルムの表面に粒子が分散された樹脂組成物の塗布層を設け、光拡散性を付与したものな
どであり得る。その厚みは、０．１～５ｍｍ程度とすることができる。
【０１６０】
　光拡散板５０と液晶パネル２との間には、輝度向上シート（反射型偏光フィルムである
（「ＤＢＥＦ」など））、光拡散シートなど、他の光学機能性を示すシート又はフィルム
を配置することもできる。他の光学機能性を示すシート又はフィルムは、必要に応じて２
枚以上、複数種類配置することも可能である。
【実施例】
【０１６１】
　以下、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの例によっ
て限定されるものではない。以下の例において、使用量を表す部は、特にことわりがない
限り重量基準である。
【０１６２】
　［実施例１］
　（ａ）アクリル系樹脂フィルムの作製；
　（アクリル系樹脂とアクリル系弾性重合体粒子）
　アクリル系樹脂として、メタクリル酸メチル／アクリル酸メチルの重量比９６／４の共
重合体を使用した。また、ゴム弾性体粒子として、最内層、中間層、最外層からなる３層
構造のアクリル系弾性重合体粒子を使用した。このアクリル系弾性重合体粒子は、最内層
は、メタクリル酸メチルに少量のメタクリル酸アリルを用いて重合された硬質の重合体、
中間層は、アクリル酸ブチルを主成分とし、さらにスチレン及び少量のメタクリル酸アリ
ルを用いて重合された軟質の弾性体、最外層は、メタクリル酸メチルに少量のアクリル酸
エチルを用いて重合された硬質の重合体からなり、中間層である弾性体までの平均粒径が
２４０ｎｍである。
【０１６３】
　（アクリル系樹脂フィルムの作製）
　上記のアクリル系樹脂と上記のアクリル系弾性重合体粒子が前者／後者＝７０／３０の
重量比で配合されているペレットを二軸押出機で溶融混練しつつ、アクリル系樹脂組成物
のペレットとした。このペレットを６５ｍｍφの一軸押出機に投入し、設定温度２７５℃
のＴ型ダイを介して押し出し、押し出されたフィルム状溶融樹脂の両面を、４５℃に温度
設定された鏡面を有するポリシングロール（冷却ロール）と、表面が金属材料で形成され
内部に流体が充填された弾性率の高い金属弾性ロール（弾性ロール）とで挟み込んで冷却
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し、アクリル系樹脂フィルムを作製した。
【０１６４】
　（ｂ）接着剤の調製；
　ジャパンエポキシレジン（株）製の水素化エポキシ樹脂である商品名「エピコート（登
録商標）ＹＸ８０００」（核水添ビスフェノールＡのジグリシジルエーテルであって、約
２０５ｇ／当量のエポキシ当量を有するもの）１０部、日本曹達（株）製の光増感剤であ
る商品名「ＣＳ７００１」１．０部を混合・脱泡して、エポキシ樹脂を含有する紫外線硬
化性樹脂組成物からなる接着剤を調製した。
【０１６５】
　（ｃ）環状オレフィン系樹脂フィルム（ＣＯＰ）の調製；
　環状オレフィン（ＣＯＰ）系樹脂からなる位相差フィルムとして、日本ゼオン（株）か
ら入手した"ＺＢ・５５１２４"を使用した。
【０１６６】
　（ｄ）サンプル調製；
　アクリル系樹脂フィルムの接着性を評価するために、Ｔ型ピール試験用のサンプルを調
製した。試験用サンプルは、図５に示す層構成のものを用いた。サンプルは、環状オレフ
ィンポリマー系樹脂（ＣＯＰ）からなるフィルム（ＣＯＰ）、接着剤層、ポリビニルアル
コール（ＰＶＡ）からなる偏光フィルム、接着剤層、アクリル系樹脂フィルム（ＰＭＭＡ
）を順次積層させた層構成を有している。
【０１６７】
　まず、アクリル系樹脂フィルム（ＰＭＭＡ）、環状オレフィン系樹脂フィルム（ＣＯＰ
）、偏光フィルム（ＰＶＡ）を、２０ｃｍ（機械流れ方向：ＭＤ基準）×１５ｃｍ（ＭＤ
に垂直方向：ＴＤ基準）にそれぞれカットした。続いて、アクリル系樹脂フィルム（ＰＭ
ＭＡ）と環状オレフィンポリマー系樹脂（ＣＯＰ）の貼合面にコロナ処理を施した。コロ
ナ処理は、ＣＴ－２１２（春日電機（株）製）を使用し、２８０Ｗ×１０ｍ×２回行った
。
【０１６８】
　アクリル系樹脂フィルムのうち弾性ロールとの接地側（粗面側）を偏光フィルムとの接
着面とし、接着剤を塗布して接着した。接着剤は、ＵＶ照射により硬化させた。ＵＶ照射
条件は、ＵＶＡが２７１ｍＪ／ｃｍ２（２１３ｍＷ／ｃｍ２）、ＵＶＢが２１３ｍＪ／ｃ
ｍ２（１６３ｍＷ／ｃｍ２）、ＵＶＣが２２ｍＪ／ｃｍ２（１８ｍＷ／ｃｍ２）、ＵＶＶ
が１７ｍＪ／ｃｍ２（１３ｍＷ／ｃｍ２）であった。接着後は一日養生し、Ｔ型ピールに
よる剥離試験を実施した。
【０１６９】
　（ｆ）接着力の評価；
　上記で得られたサンプルに対して、Ｔ型ピール試験を行い、アクリル系樹脂フィルム（
ＰＭＭＡ）と偏光フィルム（ＰＶＡ）の接着力を評価した。Ｔ型ピール試験では、図５の
矢印で示す１８０°の方向にフィルムを引っ張り、アクリル系樹脂フィルムと偏光フィル
ムとが剥離したときの剥離力を測定した。剥離力の測定には、ＡＧＳ－５０ＮＸ、（（株
）島津製作所製）を使用した。剥離力の値は、上記のサンプルを３つ作製し（Ｎ数＝３）
、それぞれの剥離力の平均値を採用した。アクリル系樹脂フィルムと偏光フィルムの間の
剥離は、アクリル系樹脂フィルムと接着剤層との間と、偏光フィルムと接着剤層との間の
いずれかで発生するが、本実験では剥離状態を目視で観察し、アクリル系樹脂フィルムと
接着剤層との間で剥離が生じたときの剥離力を採用した。この結果を表１に示す。なお、
表中の「Ｎ．Ｄ」は、アクリル系樹脂フィルムと接着剤層との間の界面で剥離が生じなか
ったため、剥離力を測定できなかったことを示している。
【０１７０】
　［比較例１］
　比較例１では、アクリル系樹脂フィルムのうち冷却ロールとの接地側（滑面側）を偏光
フィルムとの接着面とした。その他の条件は実施例１と同様である。上述した接着力の評
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であり、評価方法も実施例１と同様である。この結果を表１に示す。
【０１７１】
　表１は、実施例１と比較例１の各サンプルの剥離力の測定結果を示している。また、図
６は、平均値をグラフにしたものである。この表と図から、実施例１の例、すなわちアク
リル系樹脂フィルムの粗面側で偏光フィルムと接着した場合は、剥離力の平均値が１．１
９であり、滑面側で偏光フィルムと接着した比較例１の場合と比較して、３割近く剥離力
（すなわち接着力）が高いことがわかった。このことから、アクリル系樹脂フィルムの滑
面よりも粗面のほうで偏光フィルムと接着したほうが接着力は高くなることがわかった。
【表１】

【０１７２】
　（ｇ）アクリル系樹脂フィルム表面の観察；
　次に、実施例１のアクリル系樹脂フィルムの表面を走査プローブ顕微鏡で観察した。走
査プローブ顕微鏡としてＳＰＭ－９５００（（株）島津製作所製）を使用した。図７は、
アクリル系樹脂フィルムの表面の顕微鏡写真を示しており、（ａ）が粗面、（ｂ）が滑面
の写真である。また、図８は、アクリル系樹脂フィルムの表面にコロナ処理を施した後の
顕微鏡写真であり、（ａ）が粗面、（ｂ）が滑面の写真である。これらの写真の白色の大
きな丸として写っているものが、ゴム弾性体粒子がフィルム表面から突出した突起を示し
ている。
【０１７３】
　これらの図に示すように、コロナ処理前（図７）、コロナ処理後（図８）のいずれにお
いても、粗面側ではゴム弾性体粒子がフィルム表面から突出した凹凸形状が数多くみられ
る。一方、滑面側ではゴム弾性体粒子による凹凸形状が粗面側よりも少なく、表面が平滑
に近い状態であることがわかる。このことから、剛性の高い冷却ロール側に接地した表面
は、表面の凹凸が少ない滑面であり、こちらは偏光フィルムとの接着に適していることが
わかった。反対に、冷却ロールよりも弾性の高い弾性ロール側に接地した表面は、表面の
凹凸が多い粗面であり、こちらは機能性層の形成に適していることがわかった。
【符号の説明】
【０１７４】
１　液晶表示装置、２　液晶パネル、１０　バックライト、１２　冷却ロール（第１のロ
ール）、１３　弾性ロール（第２のロール）、１９　巻取りロール、２０　偏光板、２１
　偏光フィルム、２３　内側樹脂フィルム、２５　アクリル系樹脂フィルム、２５ａ　滑
面、　２５ｂ　粗面、２６　機能性層、２７　粘着剤層、２８　接着剤層、３０　偏光板
、４０　液晶セル、５０　光拡散板、Ｒ１　滑面の領域、Ｒ２　粗面の領域
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